
「ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）」

事業の進捗状況（平成28年度実績）について



ふじさわ男女共同参画プラン２０２０（改定版）に掲げた事業の達成状況

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

47 32 68% 14 30% 0 0% 0 0% 1 2% 46 98% 1 2% 0 0%

51 19 37% 32 63% 0 0% 0 0% 0 0% 47 92% 4 8% 0 0%

52 36 69% 16 31% 0 0% 0 0% 0 0% 47 90% 5 10% 0 0%

17 13 76% 4 24% 0 0% 0 0% 0 0% 17 100% 0 0% 0 0%

104 91 88% 13 13% 0 0% 0 0% 0 0% 101 97% 3 3% 0 0%

271 191 70% 79 29% 0 0% 0 0% 1 0% 258 95% 13 5% 0 0%

■各事業の評価基準（Ａ～D）について

 　評価については（Ａ～D）の４段階方式による

　 所管部署それぞれの自己評価とし、単年度

 　でみた進捗状況によって次のように区分しています。

Ａ：８０％以上
Ｂ：５０％～８０％未満
Ｃ：２０％～５０％未満
Ｄ：２０％未満

事業の達成状況

A B C

重点目標

合計

１．人権を尊重した男女共同参画社会づくり
　（事業No.1～17）

２．あらゆる分野への男女共同参画の促進
　（事業No.18～43）

３．男女の仕事と生活の調和
　（事業No.44～59）

４．性の尊重とあらゆる暴力の根絶
　（事業No.60～65／ふじさわDV防止・被害者支援
計画）

５．男女の健康支援と安心して暮らせる環境づくり
　（事業No.66～92）

総事業数 廃止・終了

今後の方向性

D 対象外 継続 見直し



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●「広報ふじさわ」などの発
行にあたっての配慮

 「広報ふじさわ」等を発行する際、文章やイラストに
関して、固定的な性別役割分担を印象づける表現・内
容とならないよう配慮した。

A 継続 広報課・関係各課

●藤沢市公式ホームページで
の配慮

ホームページでの市政情報を発信する際に、男女平等
に配慮した表現・内容になるよう努めた。 A 継続

広報紙やＣＡＴＶ・ＦＭ放送の広報番組など
広報課で確認作業を行うものについては、表
現内容を確認したうえで情報発信をすること
が可能だが、公式ホームページは各課でペー
ジを作成し公開するため、不適切な表現の有
無について、各課の作成者および承認者の男
女平等に配慮した確認作業の意識向上が必要
である。

広報課・関係各課

●行政刊行物発行などに際し
ての配慮

刊行物を発行する際、文章やイラスト・コメントに関
して、男女平等に配慮した表現を行った。

A 継続 広報課・関係各課

●男女共同参画啓発事業「共
に生きるフォーラムふじさ
わ」の開催

「震災から自分の身を守る～高齢者・障がい者・子ど
も・女性などの視点から～」というテーマで市民等に
よる実行委員形式で講演会を開催した。
参加者:市民79人（男性 25名、女性 54名）

A 継続
人権男女共同平和
課

●男女共同参画週間事業の実
施

5月30日から6月17日まで新館１階 ロビーにて、パネ
ル展示を行った（期日前選挙実施により日程を前倒
し）。
また、6月2日から6月30日まで藤沢駅北口サンパール
広場にて、男女共同参画週間事業横断幕を設置し、周
知を行った。

A 継続
人権男女共同平和
課

●人権男女共同参画に関する
職員研修の充実

・新採用職員研修「人権施策と男女共同参画社会」
・人権・男女共同参画啓発セミナー（所属⾧）
 「LGBTってなんだろう?－互いの違いを受け入れあえる
社会を目指して－」
・職員研修「ＤＶの正しい理解と適切な被害者・加害者対
応」

A 継続
人権男女共同平和
課

●人権男女共同参画に関する
職員研修の充実

２０１７年１月１７日に「ＬＧＢＴってなんだろう?
互いの違いを受け入れあえる社会を目指して」をテー
マとした研修を実施し、１１５名の参加があった。

A 継続 職員課

1
男女共同参画の視点に立っ
た広報・出版物などにおけ
る表現の配慮

市から情報発信する刊行物・
ホームページ・放送での言葉や
イラストなどを、男女共同参画
の視点から望ましい表現にしま
す。

2
男女共同参画社会形成に向
けた意識改革のためのイベ
ント、研修の実施

男女共同参画についての理解を
深め、気づきを促すため、多様
な事業を実施します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●情報紙「かがやけ地球」や
ホームページ等による情報提
供

６月、９月、１月、３月に「かがやけ地球」を各5000
部発行した。庁内各課・市機関(市民センター、公民
館、図書館、労働会館等) ・保育園・幼稚園・市民の
家・市内金融機関・郵便局・商工会議所等に配布。

A 継続
人権男女共同平和
課

●他自治体情報紙などの資料
収集

全国の自治体から送られてきた情報紙を課内に周知し
施策の参考とした。

A 継続
人権男女共同平和
課

●男女共同参画関係、女性関
連などの図書の収集と提供

図書館資料収集方針に基づき、毎週の収集委員会で、
積極的に収集し、提供した。
男女共同参画社会等に関する図書資料の蔵書件数 男
女共同参画を件名とする図書25件。男女共同参画社会
基本法3件。男女雇用機会均等法17件。男女平等34
件。女性問題757件。女性労働226件。女性労働者305
件。

A 継続 総合市民図書館

4
男女共同参画に関する意識
調査の実施

男女共同参画に関する意識や考
え方について実態調査を実施し
ます。

●市民意識調査の実施
５年毎に実施予定（次回は平成30年度）のため、平成
28年度実績はなし。

対象外 継続
人権男女共同平和
課

●子どもへの男女平等に関す
る意識付け

職員が性別による固定的な意識を持たないで保育を行
うことで、子どもたちに分担意識を持たせないように
配慮してきた。

A 継続 保育課

●職員、保護者などへの啓
発、情報提供

職員会議等で確認するとともに、懇談会やポスターの
掲示などにより保護者への啓発を行った。

A 継続 保育課

3
男女共同参画に関する情報
収集と提供

男女平等意識の啓発や意識を深
めるための情報提供を積極的に
すすめます。

5
保育園などにおける男女共
同参画意識の形成

子どもに固定的な性別役割分担
意識を持たせないよう配慮しま
す。また、性について男女平等
の視点から、子どもの成⾧段階
に応じた指導を行います。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●各教科、道徳、特別活動な
どの授業や行事における人権
教育の推進

各学校において、あらゆる学習活動の中で男女平等教
育を実施した。また、日常的に児童・生徒の性別にと
らわれない、個々を大切にした教育を実践した。

B 継続 教育指導課

●男女平等の視点に立った教
材・副読本の選定

小学校１年生、４年生、中学生の児童生徒を対象に子
どもの権利条約リーフレット、小学校4年生、中学校１
年生を対象にセクシュアル・ハラスメント等防止リー
フレットをそれぞれ作成し、教師用の指導の手引きと
ともに配付した。

B 継続 教育指導課

●一人ひとりの個性を重視し
た進路指導の推進

各中学校において、個人の資質を見極め、生涯にわた
る広い観点を持って進路指導を行った。

B 継続 教育指導課

6
男女平等観に立った教育課
程の推進

学校生活において、基本的人権
を尊重した男女平等観を育むと
ともに、地域の実態に応じた特
色のある教育課程の編成を行
い、男女平等教育がより充実す
るように推進します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●理科、保健体育科、特別活
動などの授業においての推進

各学校において、子どもの発達段階に応じて、理科や
保健体育科、道徳等の授業の中で、男女の心身につい
ての基礎的知識などお互いの性について理解させると
ともに、尊重しあえる心を育んだ。

B 継続 教育指導課

●指導主事の学校訪問による
指導助言

指導主事が各学校を訪問した際に、各教科の授業等に
おける人権意識を育む教育実践について、指導助言を
行った。

B 継続 教育指導課

●セクシュアル・ハラスメン
ト防止リーフレットの活用

小学校4年生と、中学校1年生対象にセクシュアル・ハ
ラスメント防止等リーフレット作成・配付した。平成
28年度から、中学校1年生対象のリーフレットに、
デートＤＶ防止の内容を加えた。

B 継続 教育指導課

●人権、環境、平和教育担当
者会の開催

人権・環境・平和教育担当者会を、年間２回（５月２
４日、１月２４日）実施した。

B 継続 教育指導課

7
心身の発育・発達と性に関
わる教育の推進

男女平等の視点から、児童・生
徒の発達段階に応じて、学習指
導要領に即した心身の発育・発
達と性に関わる教育を継続的に
推進します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

8 教育相談の充実

子どもをとりまく様々な環境の
中で、多様な問題をもつ児童・
生徒が充実した学校生活を送る
ことができるよう、相談活動の
充実に努めます。

●各小中学校へのスクールカ
ウンセラーの派遣による相
談、電話・来庁による相談、
スクールソーシャルワーカー
による相談、相談支援教室、
就学相談などの充実

・藤沢市スクールカウンセラーを学校規模に応じて週
１～２日、市立全小中学校へ配置
・相談支援教室での不登校児童生徒への支援及び保護
者相談
・センターでの電話相談・来所相談の実施
・スクールソーシャルワーカー(2名・地区担当制）の
学校への派遣
・次年度就学予定児童に対する就学相談の実施

A 継続 教育指導課

●男女共同参画、セクシュア
ル・ハラスメントの研修会の
実施

見直し

下記の学校運営研修会や不祥事防止研修会の
中で、男女共同参画やセクシュアル・ハラス
メントについて扱っているため、主な具体的
事業を「●教職員への男女共同参画やセク
シュアル・ハラスメントの研修と実践事例の
情報提供」として統合する。

学務保健課

●教職員への男女共同参画や
セクシュアル・ハラスメント
の研修と実践事例の情報提供

・8月4日に学校運営研修会、8月5日に不祥事防止研修
会を実施した。
・事故防止会議の報告を、小学校からは各学期3回、
中・特別支援学校からは前期・後期の2回、受けた。そ
のうち、セクシュアル・ハラスメントに関する研修実
施率は、小学校82.8%（35校中29校実施）、中・特
別支援学校80.0%（20校中16校実施）であった。

A 継続

教員の年齢構成が2極化しているので、男女
共同参画の視点が世代間でずれないように、
より一層共通認識していく。ベテランと若手
教職員をつなぐ中堅教職員の育成をし、ミド
ルリーダーとして学校運営参画意識の向上を
図る。

学務保健課

●教職員への研修と実践事例
の情報提供

・市立全小・中・特別支援学校の人権教育等の実践を
まとめた「平成２７年度実践・活動の記録集」を人
権・環境・平和教育担当者会にて配付し、実践例に基
づく情報交換を行った。
また、平成２８年度の実践報告をまとめ、「平成２８
年度実践・活動の記録集」を作成した。

B 継続 教育指導課

10
女性のエンパワーメントの
ための学習の充実

女性をとりまく様々な問題を取
り上げ、男女平等意識の高揚
や、主体的な生き方ができるよ
う、女性のエンパワーメントの
ための学習の機会を提供しま
す。

●女性を対象にした学習機会
の提供

女性対象事業を11公民館で21事業実施した。
参加者:延べ1,038人

A 継続
生涯学習総務課・
公民館

9
男女平等の職場づくりと研
修の推進

各学校において、男女共同参画
社会を実現する視点に立った学
校運営、職務内容、役割分担が
確立されるよう、一層の意識の
確立と課題の解決に努めます。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

11
男性を対象とした男女共同
参画学習の充実

あらゆる年代層の男性が、固定
的な性別役割分担観にとらわれ
ずに、生活的自立の重要性を自
ら認識できる学習機会を提供し
ます。

●男性の家庭・地域への参画
を促進する学習機会の提供

男性対象事業を7公民館で8事業実施した。
参加者:延べ340人

B 継続
生涯学習総務課・
公民館

●藤沢市人権施策推進指針に
よる着実な推進

・職員の人権意識啓発に向け、各課ごとに本年度の
テーマ設定を行い、これに基づき各課で意識啓発の取
り組みについて実施した。
・ふじさわ人権協議会を３回開催し、藤沢市の人権施
策につき意見聴取した。
・人権事務事業推進連絡会を開催し、人権関係各課と
の情報共有及び連絡調整等を行った。

A 継続
人権男女共同平和
課・関係各課

●人権教育及び人権啓発に関
する施策の推進

●人権擁護委員と連携し、人権教室出前授業、人権の
花運動、中学生人権コンテスト、人権出前講座等を実
施した。
 ・人権教室出前授業 小学校３校（市立２校、私立
１校）
 ・人権の花運動 ８校で実施
 ・人権出前講座 高齢者施設職員、生命保険会社職
員を対象に実施
 ・その他、各種啓発キャンペーン等を実施

A 継続
人権男女共同平和
課・関係各課

12 人権施策の総合的な推進

あらゆる施策において、人権尊
重の視点を反映させていくとと
もに、人権施策を総合的に推進
します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●人権啓発講演会、研修会の
開催

●人権男女共同参画課主催及び他課と連携した講演会
等を実施した。
 ・主催・連携講演会等 ８事業
 （平成28年度藤沢市子どもをいじめから守る啓発講
演会、第31回藤沢市人権啓発講演会、等）
●庁内研修会等を開催し、職員の人権意識啓発を図っ
た。
 ・藤沢市人権施策推進担当者研修会の開催
 ・現場体験型人権啓発職員研修の実施
  （平成28年度新規事業）
 ・藤沢市消防職員人権啓発研修会
 ・人権eラーニング研修の実施
 ・各課での職員意識啓発に関する取組
●人権団体等が主催の研修会等へ参加した。
 ・15回 計406人参加

A 継続
人権男女共同平和
課

●人権啓発の推進

●人権擁護委員と連携した啓発活動を実施した。
 ・小学校:人権の花運動 市内８校で実施
      人権教室出前授業 市内３校で実施
 ・中学校:人権作文コンテストを実施
 ・その他、高齢者施設等で人権啓発キャンペーンを
実施。
●人権メッセージパネル展を開催した。
 ・人権週間及び各種週間にあわせて市役所新館１階
で「人権メッセージパネル展」を実施し、市民に向け
た人権啓発の機会とした。
 

A 継続
人権男女共同平和
課

●人権啓発講演会の開催
人権男女共同参画課と連携し、2市1町で人権啓発講演
会を開催し、広く市民等に人権啓発を行った。

A 継続
茅ヶ崎市と隔年で開催しており、平成２８年
度は茅ヶ崎市で開催した。

教育総務課

●人権啓発の推進
人権学校へ11人、かながわ国際人権集会へ6人、部落
問題を考えるかながわ県民講演会へ5人など、計105人
が講演会、研修会へ参加した。

A 継続 教育総務課

13
人権に関する学習機会の充
実

人権に対する正しい理解と認識
を深めるために、講演会等を開
催するとともに、各人権団体主
催の講演会、研修会等への積極
的参加をすすめます。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●他市教育委員会との連携に
よる人権施策の推進

自治体人権担当者交流会議への参加を通じ、他市の教
育委員会における人権施策の特徴的取り組みや具体的
事例について、状況を把握することができた。

A 継続 教育総務課

●人権啓発講演会等の開催

多摩大学と連携し、同大学の学生を交えたグループ
ワーク形式でジェンダー問題をテーマに講座を実施し
た。
参加者:19人

大学生が主体である学生団体を講師に招き、子どもの
人権について講演とグループワーク形式を取り入れた
講座を実施した。
参加者:22人

人権をテーマにした講座やイベントなどを10公民館で
23事業実施した。
参加者:延べ3,593人

B 継続
生涯学習総務課・
公民館



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●人権教育についての指導資
料の作成、配布

・セクシュアル・ハラスメント防止リーフレットとし
て、小学４年生用「楽しい学校生活を送るために」、
中学１年生用「ＳＴＯＰ!!スクール・セクハラ／
デートDV」を作成し、配付した。
・「児童の権利に関する条約」の精神を日常生活 の中
で生かせることを目的に子どもの権利条約リーフレッ
トを作成・配付した。

B 継続 教育指導課

●教職員への研修と実践事例
の情報提供

・人権・環境・平和教育担当者会を２回実施し、実践
上の諸課題についての検討や講演会を行った。また、
各校における人権教育研修で活用できるよう、資料や
情報を提供した。
・学校教育関係者への実践事例の情報提供として、市
立全小・中・特別支援学校の人権教育等の実践をまと
めた「平成２７年度実践・活動の記録集」を用いて、
人権・環境・平和教育担当者会にて実践例に基づく情
報交換を行った。
・市立学校での平成２８年度の人権教育等の実践報告
をまとめ、「平成２８年度実践・活動の記録集」を作
成した。

B 継続 教育指導課

●平和推進事業の実施、非核
宣言自治体との連携

・平和意識向上の機会とすることを目的に、平和の輪
をひろげる実行委員会と協働して、親子記者広島派
遣・平和学習⾧崎派遣、被爆体験講話会及び平和の輪
をひろげるつどい等、さまざまな平和推進事業を実施
した。

・日本非核宣言自治体協議会及び平和首⾧会議への参
加により、全国の自治体との連携を深め、平和に関す
る情報を収集した。

A 継続
人権男女共同平和
課

●基地問題解消に向けた取組

県及び基地周辺市で構成される神奈川県基地関係県市
連絡協議会、厚木基地騒音対策協議会等として、一日
も早い空母艦載機の移駐等を国及び米軍に対し要請行
動を実施した。

B 継続 危機管理課

15
男女の平等を基礎にした平
和なまちづくりの推進

人類共通の願いである核兵器の
廃絶と恒久平和の実現に向けて
平和で安全なまちづくりを推進
します。

14 人権教育の総合的な推進

教職員の人権意識の向上を図る
取組を実践し、人権尊重の視点
に立った教育活動の充実を図
り、自分も他の人も大切にする
児童生徒を育むよう人権教育の
取組をすすめます。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●多言語翻訳による情報提供

・「くらしの情報ガイド～休日・夜間などの急患診療
～」を７言語で毎月発行した。

・外国人市民が藤沢市での生活に必要な情報を案内す
るための冊子「ふじさわ生活ガイド 2016年度版」を
７言語で発行した。

・外国人市民へボランティアの日本語教室を紹介する
ための冊子「藤沢市日本語教室MAP」を６言語で発行
した。

・「市役所や生活に役立つ問い合わせ先」一覧を7言語
で発行した。

A 継続
人権男女共同平和
課

●外国人市民を支援する各種
団体との連携、藤沢市外国人
市民会議の開催

・「藤沢市外国人市民会議」を開催し、平成27年度に
市へ提出した提言をもとに関係課と意見交換をした。
また、市民に多文化共生への理解を深めてもらうため
のアクションとして、ふじさわ国際交流フェスティバ
ルにて、委員の出身国の文化を紹介する事業として
「WORLD SMILE @ FUJISAWA 2016」を実施し
た。

・日本語支援ネットワーク会議を開催し、日本語教室
と市、教室どうしの顔の見えるつながりを築き、教室
の課題や市の多文化共生推進事業について意見交換を
行った。

A 継続
人権男女共同平和
課

●外国人相談事業の充実

スペイン語・ポルトガル語による相談業務の実施(本
庁:電話・面談により月～金の毎日実施、湘南台市民
センター:面談のみ毎火・金）
相談者数: 2,227人
相談件数: 4,578件

A 継続 市民相談情報課

16
外国人市民に対する生活支
援

外国人市民への生活の支援とし
て、外国語による生活情報の提
供や相談体制を充実します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●市民主体の国際化推進事業

中国・昆明市との友好都市提携35周年記念事業におい
て、両市の市民、関係団体等と連携・協力し、両市の
文化交流として、書道・絵画等の日中文化交流展を実
施した。

A 継続
人権男女共同平和
課

●多様な国際交流推進事業

韓国・保寧市からの青少年受入を実施し、ホームステ
イや少年の森での宿泊を通して、市民との交流を行っ
た。また、｢第7回湘南藤沢市民マラソン2017」への姉
妹友好都市招待事業を実施し、市民、関係団体等と連
携・協働し、スポーツをはじめとした国際交流等を推
進した。（国外4都市、国内1都市）

A 継続
人権男女共同平和
課

●国際貢献都市推進事業

外国人市民との交流や異文化理解を深める目的で「第
13回ふじさわ国際交流フェスティバル」を開催し、国
際ロータリー第2780地区ROTEXの学生を中心に、災
害被災地への復興支援として募金の呼びかけを行っ
た。また、湘南日本中国友好協会と雲南大学及び昆明
市人民対外友好協会の共催により中国・昆明市で行わ
れた「第7回彩雲基金日本語スピーチコンテスト」へ奨
励金の交付を実施し、同スピーチコンテストの優勝
者、準優勝者は本市を訪れ、市民交流を行った。

A 継続
人権男女共同平和
課

●国際交流フェスティバルの
開催

市外国人市民と共に生きる地域社会を目指すことを
テーマに、外国人市民との交流を通して異文化を理解
し、市民の国際意識の向上や国際交流の場の提供を目
的とする「第13回ふじさわ国際交流フェスティバル」
を開催した。（出店16団体、出演10団体）

A 継続
人権男女共同平和
課

●外国人市民の居場所づくり

子ども達を中心とした、外国人市民と地域住民の国際
交流の場として「第7回ＭＩＮＴＯＭＯ交流会」を開催
した。
参加者:291人（外国人市民等52人、日本人市民等
169人、ステージ協力者70人）

A 継続
人権男女共同平和
課

●青少年の国際交流事業の推
進

①国際交流のつどい 3回
参加者 延べ41人
②外国人のためのおしゃべりサロン 全22回
受講者 延べ256人
③世界のあいさつ入門講座 2回
参加者 延べ32人

B 継続 青少年課

17
国際化の推進と多文化共生
のまちづくりの充実

市民一人ひとりが国際的な理解
を深め、国際感覚を身につけ国
際化を推進するとともに、多様
な文化を認め合い、人権を尊重
した多文化共生のまちづくりを
推進します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●女性登用比率アップ対応方
針の徹底

平成28年４月１日時点の審議会等の状況及び女性の登
用状況の集計を行った。(４1．2％)
「女性登用比率アップ対応方針」を定め、各課に対し
て周知するとともに、事前協議等の徹底を進めた。

B 継続
前年度実績（42.0%）から、0.8ポイント減
少となった。対応方針の職員ポータル等への
掲示の回数等を増やしていく。

人権男女共同平和
課・全課

●郷土づくり推進会議をはじ
めとした地域のまちづくりへ
の女性参画の促進

市内１３地区の郷土づくり推進会議及び地域活動団体
（計１４３団体）の女性参画比率は、41.2％
（2016.4.1時点）だった。
目標が50.0％なので、達成状況は（41.2/50.0）
82.4％だった。

A 継続 市民自治推進課

18
審議会など、市政に対する
女性の参画促進

行政と市民との協働によるまち
づくりの実現に向けて、各種審
議会、委員会などの委員や市政
への女性参画を促進します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●女性消防職員の経験・適正
をいかした職域の拡大

消防局全職員を対象に女性活躍推進に関する全体研修
を行い、女性消防職員の職域拡大等について職場内部
における認識の共有を図った。また、10月にかながわ
消防フェアにて女性消防吏員の採用広報、12月にはパ
シフィコ横浜において採用に係る出展ブースを開設
し、採用の前段階から消防局の将来像を見据え、職域
の拡大を踏まえた採用広報を行うなど、外部へ情報発
信を行った。

A 継続

2017年4月1日人事発令に伴い、救急救命課
本町救急隊一担当に、女性消防職員が初めて
「副隊⾧」として配置された。また、平成
28年度消防職員採用試験において女性1人を
採用し、「藤沢市における女性職員の活躍の
推進に関する特定事業主行動計画」における
実績値が前年度比0.2％増加となった。

消防総務課

●女性職員のキャリアアップ
支援の充実

       平成２７年度 → 平成２８年度
女性管理職    ９６人  →   １０６人
女性監督者   ２４８人  →   ２４８人
 ＊行Ⅰ(消防・教育公務員を除く)

平成２８年度については管理職が１０人増の２０．
８％（平成２７年度１９．３％）となっている。監督
者についても前年度比同数だが、女性割合４６．３％
（平成２７年度４５％）となっており、管理監督者の
女性登用は進んでいる。

A 継続 職員課

●能力・適性に応じた女性管
理職登用の促進

・学校運営研修会を実施し、平成28年度人的配置のた
めの準備をした。
・藤沢市立小・中・特別支援学校の教員男女比率は、
男性40.8%、女性59.2%である。また、管理職男女比
率は、男性63.1%、女性36.9%である。

B 継続

 小学校・特別支援学校における女性登用比
率は50%を上回っており、中学校において
もほぼ半数（47.0%）である。教員の登用
率については、特に課題はないと考える。
 管理職の小・中・特別支援学校全体の女性
登用については、その割合が36.9%である
が、中学校における女性登用比率が若干低い
（18.4%）ので登用率アップをすすめる必
要がある。

学務保健課

●「かがやけ地球」の発行
｢かがやけ地球｣夏号において、｢女性活躍推進法｣に関
する記事を掲載した。

B 継続
記事内容の充実のため、さらに検討を続けて
いく。

人権男女共同平和
課

●「勤労ふじさわ」の発行
勤労ふじさわを１２回発行し、女性活躍推進法に関す
る記事を掲載するなどして、意識啓発に努めた。

B 継続 産業労働課

19
市女性職員の職域拡大と管
理、監督者への登用

男女の別によることなく、広く
全市的な視野に立って、公平・
公正な職員配置をすすめる中
で、女性職員の管理、監督者へ
の登用を図ります。

20
企業・団体などへの女性登
用の促進

企業や団体役員に女性の登用が
図られ、方針決定過程に参画で
きるよう、意識啓発に努めま
す。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●就労支援及び資格取得講座
の実施

就労支援及び資格取得講座を実施し、女性の資格・技
能取得を支援した。
●就労支援講座
・一般向け 3回 16人（女性50%）
・女性向け 4回 39人
・障がい者向け 3回 25人
・中高年齢者向け 4回 60人（女性50%）
●資格取得講座
・FP（ファイナンシャルプランニング）３級講座 全
6回 35人（女性71%）
・ITパスポート講座 全6回 35人（女性52%）
・宅地建物取引士直前講座 全6回 35人（女性
55%）
・管理業務主任者講座 全6回 17人（女性20%）
・日商簿記３級 全6回 35人（女性84%）

B 継続 産業労働課

●母子家庭の母への資格取得
や技能習得の支援

母子家庭の母または父子家庭の父の就職が有利になる
ような資格を取得することにより生活の安定を図るた
め給付金の支給を行った。

・高等職業訓練促進給付金等事業費
 高等職業訓練促進給付金
  対象者21人    支給額  18,668千円
 高等職業訓練修了支援給付金
  対象者  6人    支給額     225千円

A 継続 子育て給付課

22
女性の雇用・就労機会の促
進

働きたい女性がその意欲を失わ
ずに、持っている能力を伸⾧・
発揮できるように女性の就業を
促進します。

●湘南合同就職面接会の開催

湘南合同就職面接会を実施して、女性の就労支援に努
めた。
・実施日 2月2日
・採用決定者 8人（男性6人 女性2人）

B 継続 産業労働課

21
女性の職業能力形成のため
の教育・訓練機会の充実

女性の就業・職域拡大に向け、
資格・技能習得を支援し、職業
能力の向上を図ります。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●就労支援及び資格取得講座
の実施

就労支援及び資格取得講座を実施し、女性の資格・技
能取得を支援した。
（再掲）
●就労支援講座
・一般向け 3回 16人（女性50%）
・女性向け 4回 39人
・障がい者向け 3回 25人
・中高年齢者向け 4回 60人（女性50%）
●資格取得講座
・FP（ファイナンシャルプランニング）３級講座 全
6回 35人（女性71%）
・ITパスポート講座 全6回 35人（女性52%）
・宅地建物取引士直前講座 全6回 35人（女性
55%）
・管理業務主任者講座 全6回 17人（女性20%）
・日商簿記３級 全6回 35人（女性84%）

B 継続 産業労働課

●「勤労ふじさわ」の発行
勤労ふじさわを１２回発行し、労働に関する情報を提
供した。

B 継続 産業労働課

23
労働講座の開催と職業観育
成のための情報提供

働く女性が職業人として認識を
高めるとともに、いきいきと働
くための労働に関する知識習得
を図ります。また、公共職業安
定所と連携して、多様な職種情
報の迅速な収集と提供を図りま
す。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●コミュニティビジネス起業
セミナーや事業者見学会など
の開催支援

B 継続 産業労働課

●コミュニティビジネス創業
者や創業希望者に対する事業
計画のブラッシュアップなど
を目的とした相談業務、専門
家による事業診断の実施

B 継続 産業労働課

●事業所開設時の事業所に係
る賃借料及び改装工事費の助
成

【コミュニティビジネス事業者に対する賃借料等支
援】
事業者に対し、次のとおり助成を行った。
・賃料補助 :2件（男性0件、女性2件）
・改装工事費:0件

B 継続 産業労働課

●労働相談体制の充実

毎週土曜日に藤沢商工会館ミナパークで、毎週火曜日
に市民相談情報課で、社会保険労務士による労働相談
を行った。
・相談人数 延べ116人（男性62人 女性54人）
・相談件数 延べ312件

B 継続 産業労働課

【コミュニティビジネスセミナー】
 コミュニティビジネスとはどういったものか学ぶと
ともに、事例紹介やグループワーク等を行った。
・（7月20日・27日）参加者:17人（男性10人、女性
7人）
・（1月19日・26日）参加者:13人（男性7人、女性6
人）
【事例発表会・ネットワーク交流会】（3月5日）
 湘南地域のコミュニティビジネスの事例紹介等を行
い、コミュニティビジネスの普及啓発を図った。
・事例発表会 参加者:44人（男性21人、女性23
人）
・交流会   参加者:14人（男性9人、女性5人）
【コミュニティビジネス経営相談】
 経営や事業内容等に関する相談対応を実施した。
・窓口  :17件（男性6件、女性11件）
・出張  :1件（男性0件、女性1件）
・事業診断:2件（男性0件、女性2件）
【情報提供】
 「湘南ふじさわＣＢネットワーク」のホームペー
ジ、フェイスブック等を活用し、事業に関する情報提
供やコミュニティビジネス事業者の事業紹介等を行っ
た。

24
起業に関する情報提供と支
援

起業セミナーなどを通して、コ
ミュニティビジネスに取り組む
先進事例を紹介し、事業者同士
のマッチングなどを行う中で、
女性の視点による新事業の創出
を支援します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●「勤労ふじさわ」の発行
勤労ふじさわを１２回発行し、女性活躍推進法に関す
る記事を掲載するなどして、意識啓発に努めた。

B 継続 産業労働課

●経営者向けセミナーの実施

かながわ労働センター湘南支所と共催で、労務管理セ
ミナーを企業経営者及び人事労務担当者を対象に実施
した。
・実施日 12月8日
・参加者 45人（男性24人 女性21人）

B 継続 産業労働課

25
労働関連法令の遵守につい
ての情報提供

基本的な労働条件及び多様化す
る就労形態における労働条件の
確保・向上を図るため、勤労者
や事業主へ関係法律についての
啓発をすすめます。また、労働
関係法をはじめとする労働に関
する情報を提供し、男女共に働
きやすい環境づくりを推進しま
す。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●一般労働相談の実施

毎週土曜日に藤沢商工会館ミナパークで、毎週火曜日
に市民相談情報課で、社会保険労務士による労働相談
を行った。なお、毎月第２土曜日は女性の社会保険労
務士が相談に対応し、女性の労働相談体制の充実を
図った。
（再掲）
・相談人数 延べ116人（男性62人 女性54人）
・相談件数 延べ312件

B 継続 産業労働課

●街頭労働相談会の開催

かながわ労働センター湘南支所との共催で、広く市民
が気軽に立ち寄りやすい新館１階ロビー、藤沢駅自由
通路及び湘南台駅地下にて、社会保険労務士やかなが
わ労働センター職員等による労働相談を行った。
・実施日 8月8日、9月30日、10月20日
・相談人数 252人（男性92人 女性160人）
・相談件数 291件

B 継続 産業労働課

26 女性の労働相談体制の充実

女性を含めた勤労者の労働諸問
題解決のために、専門的な労働
相談の充実を図ります。さら
に、関係機関と連携し、幅広
く、かつ効率的な相談体制をす
すめます。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●かながわ労働センター湘南
支所との連携

●街頭労働相談会、労働講座を共催し、情報の共有化
など連携、協調を図った。
（再掲）
【街頭労働相談会】
・実施日 8月8日、9月30日、10月20日
・相談人数 252人（男性92人 女性160人）
・相談件数 291件

●労働・雇用問題に関して幅広く検証・協議し、勤労
者の生活の安定、福祉の向上、地元企業の活性化など
を図るため、労働問題懇話会を開催し、労働側委員、
使用者側委員、労働関係機関、行政側委員による労働
行政の一層の推進に向けた協議を行った。
【労働問題懇話会】
 ・実施日 5月16日、12月20日

B 継続 産業労働課

●湘南雇用環境情報交換会の
開催

湘南・雇用環境情報交換会等を通じて、ハローワーク
藤沢、鎌倉市、茅ヶ崎市、寒川町と情報の交換、共有
を図った。
【湘南・雇用環境情報交換会】
 ・実施日 5月31日、8月25日、3月28日

B 継続 産業労働課

28
女性の活躍推進に関する協
議の場の設置

女性の職業生活における活躍に
関する施策が効果的かつ円滑に
推進されるよう、地域における
様々な関係機関と連携し、取組
をすすめます。

●労働問題懇話会の開催

・労働・雇用問題に関して幅広く検証・協議し、勤労
者の生活の安定、福祉の向上、地元企業の活性化など
を図るため、労働問題懇話会を開催し、労働側委員、
使用者側委員、労働関係機関、行政側委員による労働
行政の一層の推進に向けた協議を行った。
 ・開催日 5月16日、12月20日

・全国の自治体での女性の活躍推進に関する協議の場
の設置状況等の情報収集を行った。政令市では8市設
置。政令市以外では東京都墨田区および石川県小松市
が設置（平成28年度末現在）。

B 継続
今後は、懇話会等で女性の活躍推進に関する
協議を行っていく。

産業労働課
人権男女共同平和
課

27
国、県などの労働機関との
連携強化

女性労働施策を円滑に推進する
ため、労働関係機関との連携強
化を図ります。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●研修会の開催

13地区から３名ずつ選出された男女共同参画ネット
ワーク協力員に対して、研修会を２回実施した。テー
マは、「地域でのハラスメント予防・防止を考える」
と「男女共同参画推進社会について」。
 

A 見直し

平成29年度の研修会は特定の地区において
ネットワーク協力員とともに、市民も参加で
きる講演会として運営する。

人権男女共同平和
課

●男女共同参画啓発活動の実
施

13地区の公民館まつりにて、協力員に啓発物品、DV相
談窓口案内カード、男女共同参画リーフレットの配布
を通じて啓発活動を行ってもらった。

A 見直し
平成29年度経過を踏まえて次年度以降の
ネットワーク協力員活動を見直す。

人権男女共同平和
課

29
男女共同参画ネットワーク
協力員による事業展開

男女共同参画ネットワーク協力
員への研修会や啓発活動を積極
的にすすめ、地域における男女
共同参画を推進します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●市民活動推進委員会の運営

市民活動推進計画については、平成２８年度に中間評
価を行い、計画の一部の見直しを実施した。また、公
益的市民活動助成事業、市民活動推進センター等に関
する審議等を年８回行った。

A 継続
市民自治推進課・
関係各課

●市民活動支援施設の管理運
営

「湘南台市民活動プラザ」からの移転と六会市民セン
ターに「市民活動プラザむつあい」の開館のため様々
な調整を行い６月にオープンし、スムーズなスタート
を切った。
「市民活動プラザむつあい」は市民活動支援施設の分
館として、本館である市民活動推進センターと連携
し、市民活動の場の提供、情報提供、相談、人材育成
等を行った。

B 継続

市民活動団体の更なる活性化のため、利用者
ニーズに沿ったサポートや地域課題を自らが
解決していく実践的な仕組み作りが必要であ
る。

市民自治推進課・
関係各課

●美化ネットふじさわの推進
平成２８年度は新規に３団体の登録を行うとともに、
既存団体と合わせて７１の団体に対し、活動に必要な
用具の支給・貸与といった支援を行った。

A 継続
市民自治推進課・
関係各課

●公益的市民活動助成事業の
実施

平成２８年度助成団体４団体に助成を行うとともに、
平成２９年度助成団体の審査選考を行い、新たに創設
した学生・ワカモノ枠の２団体を含む６団体を選考し
た。

B 見直し

組織基盤強化を目的に平成２６年度から始
まった制度であるが、採択された団体が物品
購入にあてる傾向があり、本来の市民活動団
体の自立性や継続性に繋がる支援が有効的に
機能していない。今後は、制度の抜本的な見
直しを行う予定。

市民自治推進課・
関係各課

●市民活動団体提案協働事業
の実施

平成２８年度は４事業を実施するとともに、平成２９
年度実施事業について事業アイデア募集した後、審査
選考を行い、２事業を決定した。また、平成３０年度
事業募集に係るテーマ設定型事業を庁内で募集し、３
テーマが決定した。

B 見直し

アイデアを提案する団体が、限定的な傾向が
あり、この制度の目的のひとつである市民活
動団体の育成について大きな拡がりが認めら
れないため、制度の見直し等検討する予定。

市民自治推進課・
関係各課

●ＮＰＯ法人の設立認証事務

市内のみに事務所を有する特定非営利活動法人数は、
平成29年3月31日時点で199法人となった。また、平
成28年度の認証事務等の件数は、設立の認証6件、役
員の変更届95件、定款の変更の認証19件、定款の変更
の届出9件、解散の届出3件であった。

A 継続
市民自治推進課・
関係各課

30
ＮＰＯなど市民活動への支
援

市民と行政が協働してまちづく
りをすすめていくことをめざ
し、市民活動がより活発に展開
できるよう支援します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

31
女性活動団体への情報提供
と連携

女性が自主的な学習や活動を積
極的に推進できるよう、情報提
供をすすめるとともに、女性活
動団体との協働により学習機会
の充実を図ります。

●情報紙「かがやけ地球」に
よる情報提供

年４回｢かがやけ地球｣を発行し、女性活動団体へ送付
した。

A 継続
人権男女共同平和
課

●生涯学習に関する情報の提
供

公民館事業に関する情報について、広報・インター
ネット等各種媒体を使用し、市民周知を図った。
また、公民館登録サークル情報について，各公民館窓
口及び藤沢市ホームページで公開するなどして情報提
供を図った。

B 継続
生涯学習総務課・
公民館

●学習相談の充実

人材、団体、事業、施設、資格等様々な情報の提供
や、学習方法の助言や講座、講師、サークル、施設案
内等について男女共同参画を含めた市民の様々な学習
相談に対応した。
学習相談件数:430件（前年比164％）

A 継続
生涯学習総務課・
公民館

●保育ボランティア研修会の
開催

3公民館で、その公民館の保育ボランティアを対象に、
交流会・研修会を行った。
参加者:延べ66人

B 継続
生涯学習総務課・
公民館

●保育者セミナーの開催

生涯学習総務課主催の公民館保育者セミナーを開催し
た。
（全３回）
①食物アレルギーを知る
②発達につまずきがある子どもとのかかわり方
③子どもと一緒に楽しむ遊び
参加者:延べ28人

B 継続
生涯学習総務課・
公民館

34 人材登録制度の充実

様々な分野で、豊富な知識や優
れた技術技能をもった市民を発
掘し、自らの学習成果を生かす
活動の場を提供するなど、市民
の人材資源の活用を充実させ、
主体的な学習活動を支援しま
す。

●生涯学習人材バンク「湘南
ふじさわ学びネット」の運営

生涯学習情報の積極的な提供を行うことで、市民の学
習活動の支援と、学習成果の社会還元を推進した。
人材バンク登録講師の見本市である「人材バンクフェ
スティバル」や、生涯学習大学の「市民講師企画講
座」を開催し、人材バンク登録者の積極的な活用を推
進した。
人材バンク登録数:（個人）239人、（団体）37団体
（前年比114％）
人材バンク利用件数:205件（前年比107.3％）

A 継続 生涯学習総務課

33 保育者活動への支援

公民館での学習活動を支援する
ための公民館保育者（保育ボラ
ンティア）の研修を実施し、研
修を終了した人がそれぞれの地
域でより豊かな活動を展開でき
るよう支援します。

32
男女共同参画についての情
報提供・学習相談の充実

男女共同参画に関する市民の多
様な学習活動を推進するため、
学習情報を収集し、情報提供と
学習方法などへの助言が一体と
なった学習相談体制の充実をめ
ざします。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●地域活動を促進するための
講座の開催

地域活動の促進を目的に、公民館活動へ参加しにくい
外国籍市民・障がい者・勤労者・成人男性を対象に13
公民館で70事業実施した。
参加者:延べ22,829人

A 継続
生涯学習総務課・
公民館

●生涯学習大学の開催

多様な学習機会の提供、シニア世代の生きがい・健
康・仲間づくりへの支援、市民人材の養成・育成およ
び活動の促進等を目的として、19講座を実施した。
参加者:述べ1,171人

B 継続
生涯学習総務課・
公民館

36 保育つき事業の促進

子育て中でも、市民活動や学習
の機会に積極的に参加できるよ
う、各種事業の開催に保育の場
を設けます。

●各種事業開催における保育
つき事業の実施

関係各課

37
地域コミュニティにおける
異世代協働の促進

地域活動に若い世代の市民も参
加し、異世代間交流が促進され
るよう、若年層への積極的な情
報提供をすすめます。

●異世代間交流、協働活動の
推進

各種事業開催時にはホームページやカラフルフジサワ
（藤沢市公式フェイスブックページ）にも掲載し、情
報提供を行った。

B 継続
公民館まつりでの啓発等の機会にも積極的に
情報提供を行っていく。

人権男女共同平和
課・関係各課

35
地域社会への共同参画を促
すための学習機会の充実

日頃、地域活動に参加しにくい
市民の地域社会参画を促すた
め、様々な活動・学習機会を提
供します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●中学校区を基本とした１５
の地域協力者会議の開催

藤沢市から学校・家庭・地域連携推進会議会⾧会に事
業を委託して実施した。
・各地域協力者会議（15会議）において年間計画を作
成し、会議や事業等を実施した。
 事業数119事業
 参加者数28,936名
・会⾧会会議を実施
  5月10日,8月23日,11月8日,2月7日

A 継続 教育総務課

●地域課題の協議、推進事業
の周知

同上 A 継続 教育総務課

●各校区の特徴を生かした事
業の実施

各地域協力者会議（15会議）において事業等を実施し
た。御所見ユースデイ(御所見地区ふれあい共育ネット
ワーク）/郷土の散策～遠藤の秋を探そう～（秋葉台サ
ンシャイン）/ふれあいサタデー（⾧後共育フォーラ
ム）/フェスタとらいあんぐる（湘南台地域協力者会
議）/子どもたちから見た「地域」写真・絵画展（湘南
大庭地区子どもサポート会議）他

A 継続 教育総務課

●ＰＴＡ育成事業の充実

ＰＴＡ役員研修会を開催した。
 広報コース・学年学級コース（5月7日）
 本部コース・成人コース（5月28日）
藤沢市ＰＴＡ連絡協議会に事業を委託して実施した。
・学習会等の開催（7月16日）
  講演会「コミュニケーション再考」
・広報紙「かわせみだより」の発行（6月,3月）
・各校ＰＴＡ活動状況調査の実施

B 継続 教育総務課

●ＰＴＡ役員研修会の開催
ＰＴＡ役員研修会を開催した。
 広報コース・学年学級コース（5月7日）
 本部コース・成人コース（5月28日）

B 継続 教育総務課

38
学校・家庭・地域の連携強
化

学校・家庭・地域の連携による
地域協力者会議を開催し、児
童・生徒の健やかな成⾧を支援
するため、地域の課題について
協議し、解決をめざします。

39 ＰＴＡ活動への支援

ＰＴＡ活動についての理解を深
め、会員の資質の向上を図ると
ともに、ＰＴＡ活動における男
女共同参画を促進します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●防災リーダー研修、避難施
設等での体験研修等への女性
の参加促進

鵠沼地区において、防災リーダー等住民の方を対象
に、「いまのままで大丈夫ですか?大震災時の避難所
運営体制 -高齢者・障がい者・子ども・女性などの視
点から-」というテーマで講演会を開催し、避難施設運
営に女性が積極的に関わることの重要性等を周知し
た。
参加者:市民９１人

B 継続 危機管理課

●ジュニア防災リーダーの育
成

市内の中学生を対象に、ジュニア防災リーダー講習
（防災教育・救急救命講習等）を市内の各中学校（19
校中17校）にて実施、5，790人が受講した。

B 継続 危機管理課

●研修への女性団員の参加促
進

平成２８年度新たに入団した団員を対象に、「消防団
新入団員研修」を実施した。（４月９日）
神奈川県消防学校において、「県内女性消防団員等合
同研修・災害時緊急対応合同訓練」（１１月１５日）
に参加した。

A 継続 警防課

●女性団員が活動しやすい環
境整備の促進

平成２８年度は新たに２人の女性団員が入団し、総計
６人で活動を行った。わずかながらであるが増加の傾
向にある。消防局が主催する各種ＰＲ活動に参加して
もらい、ボランティア精神に基づき、活躍する女性消
防団員の存在の周知に努めた。

A 継続 警防課

42 家庭防火推進員の養成

男女を問わず、家庭における火
災を予防するため、火災予防の
知識、技術を習得する家庭防火
推進員を養成する。

●家庭防火推進員への啓発

・委嘱状交付式 ４／２１（１２人）
・県防災センター防災リーダー研修 ５／２５（７
人）
・住警器アンケート調査 ５／３１（４人）
・救命講習Ⅰ ６／１５（７人）
・南消防署施設見学 ７／２５（１３人）
・総合防災訓練 ８／２７（３人） ・市民まつり
９／２５（２人）          ・工場防災見
学 １１／２（５人）
・秋季火災予防キャンペーン １１／１３（６人）
・消防出初式 １／８（４人）
・春季火災予防キャンペーン ３／５（６人）
・消防局⾧懇談会 ３／２１（５人）
・地区防災訓練 （４人）
※ １３事業・延べ参加人員 ７８人

A 継続 予防課

40
自主防災組織への女性の参
画促進

各種防災研修等において女性の
積極的な参加を働きかけるとと
もに、自主防災組織の役員等
へ、女性の積極的な登用を呼び
かける。

41
消防団活動の充実強化に向
けた男女共同参画の推進

男女共同参画の視点を取り入れ
た消防団活動を推進するため、
男女の区別なく積極的に新規入
団を促進する。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

43
避難施設運営における男女
共同参画意識の形成

被災時の男女のニーズの違いを
踏まえた男女双方の視点や参画
に十分配慮し、避難施設におけ
る生活環境を常に良好なものと
するよう努める。

●男女平等を意識した避難施
設運営の為の会議や研修の実
施

湘南白百合学園小学校（片瀬地区）において、自治
会・町内会の役員の方々と避難施設運営マニュアル検
討会議を開催し、相談スペース・授乳室・更衣室を設
ける等、女性目線を取り入れた避難施設運営マニュア
ルを作成した。

B 継続 危機管理課



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●情報紙「かがやけ地球」に
よる紹介

｢かがやけ地球｣春号において、育児休業後復職した女
性に仕事と生活の両立に関する話を伺い、その内容を
掲載した。

B 継続
記事内容の充実のため、さらに検討を続けて
いく。

人権男女共同平和
課

●「勤労ふじさわ」による啓
発

「勤労ふじさわ」を１２回発行し、⾧時間労働の抑制
が図られるよう、事業主・労働者への意識啓発を行っ
た。

B 継続 産業労働課

●国、県、関係機関などとの
連携

●労働・雇用問題に関して幅広く検証・協議し、勤労
者の生活の安定、福祉の向上、地元企業の活性化など
を図るため、労働問題懇話会を開催し、労働側委員、
使用者側委員、労働関係機関、行政側委員による労働
行政の一層の推進に向けた協議を行った。

●湘南・雇用環境情報交換会等を通じて、ハローワー
ク藤沢、鎌倉市、茅ヶ崎市、寒川町と情報の交換、共
有を図った。

（再掲）
【労働問題懇話会】
 ・実施日 5月16日、12月20日
【湘南・雇用環境情報交換会】
 ・実施日 5月31日、8月25日、3月28日

B 継続 産業労働課

●ワーク・ライフ・バランス
推進会議の開催

ワーク・ライフ・バランス推進会議を開催し、労働団
体、経済団体、企業、学識経験者などが連携し、ワー
ク・ライフ・バランスの推進について議論を行った。
【ふじさわワーク・ライフ・バランス推進会議】
 ・実施日 7月15日、1月24日

B 継続 産業労働課

44
⾧時間労働抑制に向けた企
業や関係機関との連携

⾧時間労働の抑制をすすめるた
め、企業や関係機関と推進会議
等で連携するとともに、情報提
供や意識啓発を行います。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●ワーク・ライフ・バランス
推進に関する企業向け、市民
向け事業の実施

●企業向けワーク・ライフ・バランス推進講座を実施
した。
 ・実施日 11月25日、2月20日
 ・参加者数 11人（男性8人、女性3人）

●企業向けのワーク・ライフ・バランス啓発パンフ
レットを作成し、市内企業等への配布を行った。
 ・発行部数 ２，０００部

●広報ふじさわでワーク・ライフ・バランスに取り組
んでいる企業等の紹介をして推進を図った。

B 継続 産業労働課



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●情報紙「かがやけ地球」に
よる啓発

｢かがやけ地球｣冬号において、介護休業制度含む、介
護に関する講演会の記事を掲載した。また、春号にお
いて、市内で育児休業制度等子育て支援を積極的に
行っている企業を紹介した。

B 継続
記事内容の充実のため、さらに検討を続けて
いく。

人権男女共同平和
課

●「勤労ふじさわ」による啓
発

「勤労ふじさわ」を１２回発行し、育児休業制度・介
護休業制度に関する事業主・労働者への意識向上を
図った。

B 継続 産業労働課

●経営者向けセミナーの実施

かながわ労働センター湘南支所と共催で、労務管理セ
ミナーを企業経営者及び人事労務担当者を対象に実施
した。
 （再掲）
【労務管理セミナー】
 ・実施日 12月8日
 ・参加者 45人（男性24人 女性21人）

B 継続 産業労働課

●情報紙「かがやけ地球」に
よる啓発

｢かがやけ地球｣春号において、育児休業後復職した女
性に仕事と生活の両立に関する話を伺い、その内容を
掲載した。

B 継続
記事内容の充実のため、さらに検討を続けて
いく。

人権男女共同平和
課

●「勤労ふじさわ」による啓
発

「勤労ふじさわ」を１２回発行し、育児休業制度・介
護休業制度に関する事業主・労働者への意識向上を
図った。

B 継続 産業労働課

●経営者向けセミナーの実施

かながわ労働センター湘南支所と共催で、労務管理セ
ミナーを企業経営者及び人事労務担当者を対象に実施
した。
 （再掲）
【労務管理セミナー】
 ・実施日 12月8日
 ・参加者 45人（男性24人 女性21人）

B 継続 産業労働課

45
育児、介護休業制度の普
及、推進

育児休業制度・介護休業制度に
ついて、広く事業主や労働者へ
意識啓発をすすめ、制度の普及
を図ります。

46
仕事と生活の両立について
の啓発

仕事と生活の両立を支援するた
め、様々なセミナーを開催し、
情報提供、意識啓発に努めま
す。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

人権男女共同平和
課

人権男女共同平和
課

●両親学級（マタニティクラ
ス）の開催

・「ゆったり平日コース」:18コース 36回、696人
・「土曜日コース」:12コース 12回、639人
・地域版マタニティクラス:12回、125人
計1,460人

A 継続

南北保健センターで行うマタニティクラスに
加え、平成28年度より辻堂・六会子育て支
援センターとの連携による「地域版マタニ
ティクラス（マタニティデー）」を開始し
た。

子ども健康課

●父子手帳の交付 父子手帳の交付数:3,548冊 A 継続 子ども健康課

●男性を対象としたワーク・
ライフ・バランスを充実させ
る講座の開催

男性を対象とした家事、料理、育児等に関する生活技
術や知識の教授を中心とした講座を6公民館で7事業実
施した。
参加者:延べ315人

B 継続
生涯学習総務課・
公民館

●家族介護者教室

高齢者等を介護している家族等を対象に、孤立防止に
向けた介護者相互の交流や介護に必要な知識の習得の
場を設けた。
・委託事業の教室開催回数 ３９回（１３法人×３）
     参加延べ人数  448人(うち男性７８人）
・市直営の教室開催回数  ３回
     参加延べ人数  ４５人（うち男性７人）

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●在宅介護者の会の運営

高齢者等を介護している家族等を対象に、孤立防止に
向けた介護者相互の交流・情報交換の場として開催支
援を行った。
・延べ参加者数  57名 （うち男性７人）
・開催回数  １２回

B 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

48
男性の家事・育児への参画
促進

性別役割分担意識の是正と、男
性の生活的自立を促すための学
習機会を提供します。

49 男性の介護への参加促進

介護に必要な知識の習得の場
や、介護者同士の交流の場を設
け、男性も積極的に参加するよ
う呼びかけを行い、男女が共に
介護を担う意識を高めていきま
す。

47
家事・育児等を積極的に行
う男性ロールモデルの情報
提供

働き方を見直し、家事・育児等
を積極的に行っている男性の事
例を情報提供します。

●「かがやけ地球」の発行お
よび男女共同参画啓発事業
「共に生きるフォーラムふじ
さわ」の開催

・｢かがやけ地球｣春号において、六会子育て支援セン
ターで実施している｢パパサロン｣を取り上げ、育児等
積極的に携わっている男性に話を伺い、その内容を掲
載した。
・平成28年度のフォーラムは「防災と男女共同参画」
をテーマに開催したが、｢かがやけ地球｣春号の配布を
行った。

B 継続
平成27年度フォーラムで「男性の家事・育
児」をテーマとして扱っている。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

待機児童の解消に対応するた
め、保育所整備計画に基づき、
認可保育所の新設のほか、認可
外保育施設への認可化支援など
計画的な整備を行い、保育サー
ビスの量的拡充、質的向上を図
ります。

●認可保育所や小規模保育事
業等の計画的な整備による受
け入れ児童数の拡大

認可保育所や地域型保育事業の新設等により、保育
サービスの量的拡充、質的向上を図った。
 新設認可保育所    ４５０名分の定員拡大
 新設小規模保育事業  ５７名分の定員拡大
          新設合計５０７名分

A 見直し

上位計画である「藤沢市子ども・子育て支援
事業計画」の中間年の見直しに伴い、保育所
等の具体的な設置方針等を定める「藤沢市保
育所整備計画（ガイドライン）」について
も、内容等の見直しを行う。

子育て企画課

また、保護者の多様な保育ニー
ズに対応するため、一時預かり
事業や延⾧保育事業などを実施
します。

●一時預かり事業、延⾧保育
事業などの充実

保護者の就労時間の⾧時間化等に対応するため、通常
の開所時間を超えて早朝や夕方（場合によっては夜
間）に延⾧保育を行っている。また、週１日～３日ま
での就労及び就学、冠婚葬祭、保護者の疾病、入院等
により、緊急・一時的に保育を必要とする児童に対す
る一時預かり事業を公立法人立計２０カ所の保育園で
実施。平成２９年３月末までの利用状況は、申請者:
１１８６９人、延べ利用人数３０５２３人

A 継続 保育課

●子ども発達支援事業の充実

 ●子ども発達支援事業
・子どもサポートファイルの配付  １４６部
・子ども成⾧記録ノートの配付   ３，６５０部

●子ども発達相談
発達に心配のある児童及び障がいのある児童についての相談
・新規相談件数  ４５４件

A 見直し

●子ども発達支援事業
・子ども成⾧記録ノートについては、平成３
０年度に向けて、内容や配付方法などの見直
しを行うこととする。 子ども家庭課

●特別支援保育委託事業

市内の法人立保育所、幼稚園、幼児教育施設における
特別支援保育の実施
・施設数  ３５園
・対象児延べ人数  ９３５人

A 継続 子ども家庭課

50
乳幼児期の保育・教育の充
実

51
発達に課題がある子どもの
支援体制の充実

発達に心配のある児童及び障が
いのある児童について相談・支
援を行うほか、関係機関と連携
し支援の充実を図ります。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●ファミリー・サポート・セ
ンター事業の充実

まかせて会員の増加を図るため、年3回の｢まかせて会
員研修会｣の実施にあたり周辺地域の回覧板での周知を
行うなど、より多くの参加者を募ることができた。
 ・おねがい会員・・・・・５，４３３人
 ・まかせて会員・・・・・・・９７３人
 ・どっちも会員・・・・・・・５３２人
 ・活動件数・・・・・・１１，３０１件

A 継続 子ども家庭課

●ショートステイ事業

関係機関へチラシ等を配布し、必要に応じて事業の説
明を行うなど、さらなる周知を図った。
 ・利用人数             ２３人
 ・延べ利用日数          １８０日

A 継続 子ども家庭課

●トワイライトステイ事業

関係機関へチラシ等を配布し、必要に応じて事業の説
明を行うなど、さらなる周知を図った。
 ・利用人数             １１人
 ・延べ利用日数          １４８日

A 継続 子ども家庭課

53
藤沢市子ども・子育て支援
事業計画の推進

「未来を創る子ども・若者が健
やかに成⾧する子育てにやさし
いまち」の実現に向けて、社会
全体が協力して子育てしやすい
環境づくりをすすめます。

●「藤沢市子ども・子育て支
援事業計画」に基づく子ど
も・子育て支援施策の展開

・藤沢市子ども・子育て会議を２回開催し、子育て支
援に関する現状報告と今後の取り組み等について、調
査・審議した。
・事業計画に定めた量の見込み及び確保方策に基づ
き、計画的に施設や事業を提供した。

A 見直し
藤沢市子ども・子育て支援事業計画の平成
29年度が中間年に当たり，計画時の見込み
とかい離がある内容の見直しを行う。

子育て企画課

52
ファミリー・サポート・セ
ンター事業と子育て短期支
援事業の充実

ファミリー・サポート・セン
ター事業では、育児の援助を受
けたい人と援助を行う人からな
る会員組織の運営を行います。
また、子育て短期支援事業で
は、子育て中の保護者の病気・
出産・出張・残業などの理由に
より、家庭で子どもの養育が困
難になった場合に、施設におい
て短期間の子どもの養育・保護
を行います。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●子育て支援センター事業の
実施

・藤沢・湘南台・辻堂・六会子育て支援センターで、
１,１７２日開設。延べ利用者数７７,５３９人。相談件
数１１,３５４件。情報提供件数７,５４０件。
・巡回子育てひろば６ヶ所で、８６日開設。延べ利用
者数３,８０９人。相談件数５７２人。情報提供件数８
６３人。
・父親の育児参加を促すことを目的としたファーザー
ズデー実施３６回。
・家族で子育てを支える祖父母や両親参加のファミ
リーデー２４回、祖父母参加のまごまごデー１回実
施。

A 見直し

子育て支援センターの行事について、対象者
が、父親限定や両親・祖父母等の家族全員
等、各子育て支援センターで様々な体制であ
るため、今後、対象者や回数、内容等の見直
しを行う。

子育て企画課

●つどいの広場事業の実施

・鵠沼・善行・藤が岡・中里つどいの広場で、６９５
日開設。延べ利用者数２０,９６３人。相談件数１,７３
９件。情報提供件数２,６７４件。
・藤沢版つどいの広場事業７ヶ所で実施。

A 継続 子育て企画課

●子育てふれあいコーナー事
業の実施

・子育てふれあいコーナーあいあい・きらきらほし２
２ヶ所で開設。開催日数２９７日。延べ利用者数４,３
９０人。
・子育てボランティア情報交換会及び養成講座を実
施。
・子育てボランティア登録者数６６人。

A 継続

身近な地域において親子同士のふれあいや交流の
輪を広げるため、また、全活動場所のボランティ
ア確保と活動の継続

子育て企画課

●市民との協働事業「子育て
応援メッセinふじさわ」の開
催

「第１４回子育て応援メッセiｎふじさわ」を１１月１
０日（木）に開催。参加者人数1,１５４人。参加団体
７8団体。

A 見直し

実行委員や参加団体、来場者の減少から全市をあ
げてのメッセの役割を検討する時期となってきて
いる。今後の「子育て応援メッセinふじさわ」に
ついての検討が必要である。

子育て企画課

●子育て支援サークル等の交
流

ふじさわ子育て支援連絡会、定期総会１回交流会２回
実施。

A 継続 子育て企画課

●保育所における地域の子育
て家庭を対象とした相談・交
流事業の充実

市内の公立保育園において保育所の持つ専門的知識を
活用した育児相談や育児情報の提供を行った。
 H28年度実績:実施回数479回

A 継続 保育課

54 地域の子育て支援の促進

すべての子育て家庭が安心して
子育てができるよう、市民や関
係団体との連携・協力により、
地域における子ども・子育て支
援サービスを充実させるととも
に、子育て支援のネットワーク
づくりをすすめます。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●園庭開放・体験保育・世代
間等交流事業の実施

市内の公立保育園の園庭や遊具の開放を行った。
 H28年度実績:参加人数延べ495名

市内の公立保育園において体験保育、地域交流等を実
施した。
 H28年度実績:実施回数165回 参加人数延べ1678
名

市内の公立保育園において地域の高齢者と児童との交
流を行った。
 H28年度実績:実施回数７４回 参加人数延べ３７
２名

A 継続 保育課

●子育て支援センターとの連
携による子育て支援事業の実
施

支援センターを利用している保護者の保育園見学会・
保育園職員や園児の支援センター訪問による交流を
行った。

A 継続 保育課



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●小児への医療費助成の充実

小児への医療費の助成
延べ対象者数  555,157人
助成件数     841,942件
助成額      1,594,225千円

A 継続

平成28年度に「藤沢市市政運営の総合指針
2020」の重点事業の一つとして位置づけた
ことから、小児医療費助成の継続的かつ安定
的な制度運営に必要な財源確保等について整
理する中で、対象年齢の拡大に向けて具体的
に検討を進めていく。

子育て給付課

●未熟児養育医療の給付

未熟児への医療費の助成
延べ対象者数  83人
助成件数     229件
助成額      22,061千円

A 継続 子育て給付課

●育成医療の給付

身体に障がいのある児童への医療費の助成
延べ対象者数  54人
助成件数     103件
助成額       1,657千円

A 継続 子育て給付課

55 小児に対する医療の充実
小児の健やかな成⾧を支援する
ため、医療費を助成し、保護者
の経済的負担を軽減します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●青少年指導員の研修の充実

①新任研修会
・実施日 5月17日（火）
・参加者 73人
・内容 新たに委嘱を受ける青少年指導員を対象に、神奈川県青少
年育成条例の内容の理解を図るため、県青少年課の職員による講義
形式の研修と、DVDの視聴により街頭指導活動の研修を行った。
②全体研修会・レクリエーション大会
・実施日 6月17日(金)
・参加者 153人
・内容 指導員が各地域で青少年への様々な体験活動を促進するた
め、レクリエーション形式の研修会を行った。
③全体研修会「青少年の心理と精神不安定について」
・実施日 11月15日(火)
・参加者 141人
・内容 青少年指導員の非行防止活動の促進のため、心理状態の不
安定な青少年について県立精神医療センターの看護師を招いて、講
義形式の研修を行った。
④育成部会研修会「エノシマトレジャーを体験しよう!」
・実施日 3月13日（月）
・参加者 53人
・内容 指導員が各地域で青少年の体験活動を促進することと地元
の資源活用の参考とすることを目的に、江の島で実施されているイ
ベントに参加した。

A 継続 青少年課

●青少年健全育成事業の推進

●子どもフェスティバル
・実施日 5月5日（木）
・従事者 39人
●JUMP UP U-20 WINTER CONCERT
・実施日 12月23日（金）
・従事者 33人
・出演者数 10グループ 45人
・観客数 266人

A 継続 青少年課

56 青少年の学校外活動の充実

青少年の健全な育成に向け、地
域で成⾧を支える環境づくりを
すすめるとともに、青少年の健
全育成事業を実施し、青少年の
学校外活動の場や機会の充実を
図ります。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●放課後児童健全育成事業

58児童クラブで事業を実施する。
・児童クラブ入所児童数 2,633人
・児童クラブ年間延べ出席者数 501,693人
・児童クラブ入所希望児童の入所率 100%

B 継続 青少年課

●放課後子ども教室推進事業

●亀井野小学校区放課後子ども教室
・開室日数:182日
・利用児童人数:6,161人
●小糸小学校区放課後子ども教室
・開室日数:187日
・利用児童人数:2,851人

B 継続 青少年課

57
放課後の児童に対する施策
の充実

保護者が就労などの理由によ
り、放課後不在となる家庭の児
童の健全育成、保護者の就労支
援、子育て支援を図る児童クラ
ブ事業を実施するとともに、放
課後などの小学校の余裕教室・
体育館・校庭を活用して、実施
小学校区の児童を対象に、安
全・安心な居場所（遊び場）を
提供する事業を実施します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●生活支援型ホームヘルプ
サービス

介護保険の要支援・要介護の認定が非該当の65歳以上
の在宅で生活をし、日常生活において主に家事援助が
必要であると認められる方に対してホームヘルパーの
派遣を行った。
延べ利用者人数 85人
利用回数年度  330回

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●一時入所サービス

６５歳以上で在宅生活が困難な高齢者を一時的に養護
する必要がある場合に、養護老人ホーム・特別養護老
人ホームで短期入所を行った。
実利用者数     29人
延べ利用日数 1,030日

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●紙おむつの支給

在宅でねたきりや認知症のため、日常的に紙おむつを
使用している方に毎月一定枚数の紙おむつを支給し、
介護者世帯の身体的、経済的な負担を軽減した。
実利用者数 1,082人
延べ利用件数9,322件

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●寝具乾燥消毒サービス

65歳以上で在宅で生活する方で、寝具類が汚れがちに
なる寝たきりの方や布団干しができない等寝具乾燥が
困難な方の寝具類を丸洗い、消毒乾燥を行い、生活衛
生の維持を図るとともに、介護者の負担軽減を図っ
た。
実利用者数 89人
延べ利用枚数 1,508枚

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●給食サービス

自宅で食事の支度をする事が困難な方に、特別養護老
人ホーム等で調理された昼食を配食すると同時に、高
齢者の安否の確認を行った。
実利用者数 231人
総配食数 24,876食

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●緊急通報サービス

慢性疾患等により、日常生活上注意を要する状態にあ
るひとり暮らしの高齢者又は高齢者世帯等に対して緊
急通報用装置を設置し、地域の協力員のもと万一に備
えるとともに、週に1回、受信センターが安否確認を
行ったことにより、緊急時等の連絡システムが構築さ
れ、利用者の日常生活の不安解消及び緊急時の即時対
応が図られた。
実利用件数 857件

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

58
高齢者への在宅福祉サービ
スなどの充実

要援護高齢者などへの支援とそ
の家族の負担の軽減を図るた
め、各種在宅福祉サービスなど
の充実に努めます。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●徘徊高齢者ＳＯＳネット
ワークシステム

認知症などのために、行方不明となるおそれのある高
齢者を介護している家族の方が事前に高齢者の情報を
登録しておき、行方不明になった際にいち早く警察等
の関係機関が連携して捜索し、早期保護を図った。ま
た、希望者に対し、現在地を検索することが可能な携
帯型端末を貸与する事業を実施し、介護者の負担軽減
を図った。
登録実人数 166人（男性69人、女性97人）
市内における身元不明者発見及び保護件数 2件

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●児童通所支援

障がい者の自立支援と社会活動の充実を図るため必要な
障がい福祉サービス提供を行った。

児童通所支援（延べ人数）　11,238人
A 継続 障がい福祉課

●短期入所
障がい者の自立支援と社会活動の充実を図るため必要な
障がい福祉サービス提供を行った。

短期入所利用者数（延べ人数）　3,625人

A 継続 障がい福祉課

●ホームヘルパーの派遣
障がい者の自立支援と社会活動の充実を図るため必要な
障がい福祉サービス提供を行った。

ホームヘルパーの派遣利用者数（延べ人数）　9,250人

A 継続 障がい福祉課

●訪問入浴サービス
障がい者の自立支援と社会活動の充実を図るため必要な
障がい福祉サービス提供を行った。

訪問入浴サービス利用者数（延べ人数）　2,699人

A 継続 障がい福祉課

●施設での入通所サービス
障がい者の自立支援と社会活動の充実を図るため必要な
障がい福祉サービス提供を行った。

施設での入通所サービス利用者数（延べ人数）　19,190人

A 継続 障がい福祉課

59
障がい者への介護サービス
などの充実

障がい者の自立支援及び社会活
動の推進を図るため、障がい者
自身が選択できる各種サービス
の拡充をすすめます。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●情報紙「かがやけ地球」に
よる啓発

｢かがやけ地球｣秋号において、ハラスメントの防止予
防に関する記事を掲載した。

B 継続
記事内容の充実のため、さらに検討を続けて
いく。

人権男女共同平和
課

●セクシュアル・ハラスメン
ト防止週間の周知、啓発

例年、ポータル掲示板にリーフレットを掲示していた
が、
平成２８年度は周知徹底を図るため、各課等の⾧宛に
「ハラスメントの防止について（依頼）」の通知を
ポータル掲示し、協力を依頼した。

A 継続 職員課

●相談窓口の整備・充実
要綱に基づく、平成２８年度のセクシャルハラスメン
トに関する苦情相談は０件。 A 継続 職員課

●相談窓口の整備・充実

毎週土曜日に藤沢商工会館ミナパークで、毎週火曜日に市民
相談情報課で、社会保険労務士による労働相談を行った。
 ・相談人数 延べ１３８人
 ・セクシャル・ハラスメント、パワー・ハラスメントの相
談件数 延べ１８件

B 継続 産業労働課

●「勤労ふじさわ」による啓
発

「勤労ふじさわ」を１２回発行し、セクシャル・ハラ
スメント、パワー・ハラスメントに対する事業主・労
働者への意識向上を図った。

B 継続 産業労働課

●暴力防止啓発

・新館１階ロビーでの男女共同参画週間パネル展およ
び人権メッセージパネル展での啓発チラシ等の配架、
庁舎内へのチラシ・ポスター掲出を行った。
・デートＤＶ啓発チラシを作成し、青少年キャンペー
ンでの配布、大学・看護学校等への配架を行った。

A 継続
人権男女共同平和
課

●関係機関との連携

地域DV対応情報交換会を開催し、県警・女性相談所等
と情報交換や連携の確認を行った。

A 継続
人権男女共同平和
課

61
性犯罪・ストーカーなどの
防止の意識啓発

性犯罪、売買春、人身取引、ス
トーカー行為などの暴力は「犯
罪」であるという意識を広め、
その発生を予防・根絶するため
の啓発をすすめます。

60
セクシュアル・ハラスメン
トなどの防止の意識啓発及
び相談の充実

様々な場所において、セクシュ
アル・ハラスメント、パワー・
ハラスメント、マタニティ・ハ
ラスメント防止のための意識啓
発をすすめます。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

62 性の商品化の防止
関係機関と連携しながら、女性
を人格から切り離したモノとす
る性の商品化を防止します。

●青少年のための社会環境浄
化活動と非行防止活動の推進

①街頭指導パトロール…藤沢市青少年指導員・街頭指導員・特別街
頭指導員等による市内でのパトロールを実施し、喫煙・飲酒・怠学
などを指導した。（通年）
＜実施回数＞青少年指導員305回 昼間街頭指導員597回 夜間特
別街頭指導員80回
＜指導回数＞昼間 述べ185件（内女子43件）夜間 述べ1921件
（内女子684件）
②「青少年の非行・被害防止強調月間」街頭指導キャンペーン及び
年末特別街頭指導キャンペーン…各関係機関（学校・警察・青少年
団体等）と連携し、青少年の非行・被害防止を広く市民へ周知する
ため、啓発物品の配布と街頭指導を実施した。
（7月4日（月）藤沢駅111名参加・7月5日（火）湘南台駅105名参
加・12月1日（木）藤沢駅118名参加・12月2日（金）湘南台駅95
名参加）
③夏期夜間特別街頭指導パトロール…各関係機関の協力のもと、特
別街頭指導員・街頭指導員を中心に、夏休み期間中の青少年の早期
帰宅への声掛け等を行うパトロールを実施した。
（全7回述べ360名参加・指導件数236件、内女子80件）
④非行防止ポスター展…非行防止ポスター作品を募集し、応募作品
やその他啓発パネルの展示を行った。（10月27日（木）～11月7日
（月）160作品を展示）
⑤社会環境実態調査…7月に実施
⑥書店・古書店の有害図書類の区分陳列立入調査…3月実施。（調査
店舗数3件）

A 継続 青少年課



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●児童虐待や子育て相談の充
実

関係機関との連携をとりながら、児童虐待の予防・早
期発見、発生後の迅速かつ適切な対応に努めた。
継続的な関わりを要するケースが増加傾向にある中、
きめ細やかな対応に努めた。

・児童虐待相談新規件数:１７６件
  身体   :４７件
  心理   :５７件
  ネグレクト:７０件
  性的   : ２件

A 継続 子ども家庭課

●要保護児童の支援を目的と
したネットワークの充実

「藤沢市要保護児童対策地域協議会」の構成機関が
各々の専門性を活かして連携し、児童虐待の早期発見
と適切な支援内容の検討を行った。 A 継続 子ども家庭課

●児童虐待に関する情報収
集、調査、対応の充実

児童虐待通告があった際に情報収集・調査や事実関係
確認のために家庭訪問し、適切な支援を行った。

A 継続 子ども家庭課

●研修会の開催、啓発活動の
実施

児童虐待防止研修等を行い、関係機関や市民に対して
啓発を行った。
１１回実施 ４９２人参加 A 継続 子ども家庭課

●養育支援訪問事業

子どもの養育について支援が特に必要であると判断し
た家庭を訪問し、保健師、保育士等による養育に関す
る助言・指導や、ヘルパー派遣による家事・育児の援
助等を行った。
 ・専門的指導助言・・・２１８件
 ・家事・育児の援助・・・８１件

A 継続 子ども家庭課

63
児童虐待防止に向けた相談
などの充実

虐待相談員を中心とした関係諸
機関で構成されるネットワーク
により、迅速で的確な対応を取
り、児童虐待の予防・早期発見
に努めます。また、子どもに関
する相談や情報提供などの充実
を図ります。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●高齢者虐待相談窓口の充実

 専門相談員，ケースワーカー，保健師及び地域包括
支援センター職員による虐待相談への対応を行った。
 ・新規相談件数:72件
 ・対応件数:251件
 ・終結件数:87件

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●高齢者虐待防止ネットワー
ク会議の開催

 高齢者虐待についての各機関相互の情報交換，及び
虐待防止施策・事業等を中心に検討を行った。また事
例を取り上げ、各関係機関としてどのような対応が可
能か意見交換を行うことで今後の虐待発生時の対応に
役立てることができた。年間3回実施。

B 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●研修会の開催、啓発活動の
実施

 研修会は2回実施し、1回目は「利用者の心の問題にどのよ
うに向き合うのか」という内容で養介護施設等職員（45人）
に実施、2回目は高齢者虐待防止法や権利擁護という内容で
居宅系サービス事業所職員等（60人）に実施した。
 講演会は市民等を対象に2回実施し、1回目は家族支援とい
う視点から虐待予防を考えるという内容で（63人参加）、2
回目は高齢者虐待防止法や高齢者虐待の未然防止・早期発見
早期対応のポイントという内容で実施（60人参加）した。
 また虐待防止啓発冊子を市関係各課・地区福祉窓口・地域
包括支援センター・高齢者福祉施設他、関係機関の窓口、市
内有料老人ホーム等５０か所へ送付した。

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

65
障がい者虐待防止に向けた
相談などの充実

障がい者虐待の早期発見、迅速
な対応、適切な支援等を実施す
ることを目的に、障がい者虐待
防止センターを運営します。ま
た、障がい者虐待の防止及び養
護者への支援に関する広報及び
啓発活動等を実施します。

●障がい者虐待防止センター
の運営

障がい者虐待に対する迅速に対応できるよう相談体制
を確保するとともに、積極的な啓発活動を行った。

障がい者虐待防止啓発ポスターの作成 200部

障がい者虐待防止啓発リーフレットの作成 1,500部

A 継続 障がい福祉課

64
高齢者虐待防止に向けた相
談などの充実

高齢者に対する虐待の防止及び
虐待を受けた高齢者を保護する
ための対策を行います。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●母子健康手帳の交付 母子健康手帳の交付数:3,548冊 A 継続 子ども健康課

●両親学級（マタニティクラ
ス）の開催

・「ゆったり平日コース」:18コース 36回、696人
・「土曜日コース」:12コース 12回、639人
・地域版マタニティクラス:12回、125人
計1,460人

A 継続 子ども健康課

●こんにちは赤ちゃん事業 こんにちは赤ちゃん事業による訪問:延べ3,555人 A 継続 子ども健康課

●乳幼児訪問指導
妊産婦及び乳幼児訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業
含む）:延べ8,414人

A 継続 子ども健康課

●離乳食教室、食事教室、食
物アレルギー教室

・１歳からの食事教室:24回、234人
・食物アレルギー教室:12回、120人
・離乳食教室～実践編:24回、374人

B 見直し
申込時の条件（第1子優先・対象月齢）等の
見直しを行う。

子ども健康課

●乳児期の教室
7か月児離乳食教室（もぐもぐ教室）:60回、2,149
人

B 見直し
もぐもぐ教室の周知方法が変更される（はが
き送付→広報・HP等による周知）ため、参
加者数が減少することが予想される。

子ども健康課

●未熟児・慢性疾患児保健指
導（教室・相談・訪問）

未熟児・慢性疾患児保健指導:（教室・講演会等
418人 訪問 298人） 延べ716人

A 継続 子ども健康課

66
健やかな妊娠・出産や育児
のための支援の充実

妊娠期から産後にわたり必要な
保健指導及び育児支援を行うと
ともに、未熟児、慢性疾患児な
どの療養支援を行います。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●思春期保健指導（教室・相
談）

思春期保健事業:（保健教育 801人 所内相談 4
人） 延べ805人

B 継続
※講演会は申込69人あるも、荒天のため中
止となり、計上せず。

子ども健康課

●お母さんと子どもの健康相
談

健康相談:（保健センター健康相談 1,959人 地区
健康相談 682人） 延べ2,641人

A 継続 子ども健康課

●特定不妊治療費の助成 特定不妊治療費助成件数:857件 A 継続 子ども健康課

●不育症治療費の助成 不育症治療費助成件数:6件 A 継続 子ども健康課



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●４か月児健康診査 ４か月児健康診査:3,553人 A 継続 子ども健康課

●９～10か月児健康診査 ９～１０か月児健康診査:3,554人 A 継続 子ども健康課

●1歳6か月児健康診査 １歳６か月児健康診査:3,591人 A 継続 子ども健康課

●2歳児歯科健康診査 ２歳児歯科健康:3,210人 A 継続 子ども健康課

●3歳6か月児健康診査 ３歳６か月児健康診査:3,577人 A 継続 子ども健康課

67
障がいの早期発見と健康管
理体制の充実

乳幼児の各種健康診査を実施
し、疾病と障がいの早期発見に
努め、健やかな発育・発達を支
援します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●妊婦健康診査 妊婦健康診査:延べ42,846人 A 継続 子ども健康課

●経過検診療養生活相談 経過検診:延べ412人 A 継続 子ども健康課

●心理相談経過観察 心理相談:延べ341人 A 継続 子ども健康課

●生涯を通じた女性の健康教
育の実施

・女性のライフステージにおける健康づくりに関する
講演会や健康教育を実施。

・イベント等での乳がん触診体験やがん検診受診勧奨
を実施し、普及啓発に努めた。
 

A 継続 健康増進課

●生涯を通じた女性の健康相
談の充実

保健師による随時相談を実施。

A 継続 健康増進課

68
女性の健康についての相談
機能の充実

女性のライフサイクルに応じた
健康教育や健康相談体制の充実
を図ります。

女性のがんの普及啓発、がんについての知識も少
しずつ社会的に浸透してきている。講演会に参加
できない子育てで忙しい世代や、就労している女
性など、より幅広い世代への健康づくりの情報提
供や受診ができる機会を増やす必要がある。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●食生活改善推進員の養成

 １1回１コース・定員３０名で２２名申し込み。
 全日程参加の終了者は18名
 実際に活動する食生活改善推進団体入会者は16名

A 継続

人材育成の養成講座で団体に入会するにあたり当
養成講座を開催しているが、若い世代の参加が少
ない状況にある。今後は子育て中の若い世代の方
の参加数の増加を図る。また、食生活改善推進団
体への加入者の増加を図る。

健康増進課

●子どもの食事教室

・もぐもぐ教室:60回、2,147人
・１歳からの食事教室:24回、234人
・食物アレルギー教室:12回、120人
・離乳食教室～実践編～:12回、374人

B 継続

・もぐもぐ教室の周知方法が変更される（は
がき送付→広報・HP等による周知）ため、
参加者数が減少することが予想される。
・もぐもぐ教室のフォロー事業として、平成
28年度より「離乳食教室～実践編～」を開
始した。

子ども健康課

●学校給食の充実

・学校において食に関する項目を含んだ教科や特別活
動など、学習を通じて学年に応じた食に関する指導を
行った。
・学校給食を生きた教材として活用した指導を行っ
た。
・栄養教諭指導主事を設け、小、中各校より代表した
食育担当者の会において食育講座や食育の計画等全校
に食育を行き渡らせるようにした。

B 継続 学校給食課

●「きゅうしょくフェア」の
開催

・28年度は5年に1度の大規模開催の年であったため、
7月30日（土）、31日（日）に第35回きゅうしょく
フェアを市民会館において開催。児童の絵展示、食育
模擬授業、服部幸應氏講演、小学校・中学校の試食等
盛況であった。（来場者30日521名、31日560名）

A 継続
次年度は、藤沢駅北口地下展示場において展
示開催の予定

学校給食課

69
食生活を通しての健康づく
りの推進

「栄養バランスのとれた、おい
しく、楽しい食事」は健康の増
進を図る上で重要です。望まし
い食生活習慣を形成し、健やか
で生きがいのもてる生活の安定
を図るため、食育を推進しま
す。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●健康診査事業 A 継続 健康増進課

●がん検診事業 A 継続
検診受診率は例年並だが、働く世代の受診率向
上が課題となっている。

健康増進課

●歯科健康診査事業

●４０，４４，４７，５０，５３，５６，６０，６
２，６５，７０歳の市民対象に実施
 ・受診率  ８．７％

●口腔がん検診を年３回集団で実施。
 ・受診数  １３１人

A 見直し

平成２９年度より対象年齢が変更になる。
２０，２５，３０，３５，４０，４５，５
０，５５，６０，６５，７０歳の市民対象に
実施
２０，２５歳を対象に、歯周病リスク検査を
導入

健康増進課

70 健康診査の実施と啓発

市民自らの健康管理に健康診査
を活用できるよう、受診しやす
い体制を整備するとともに、健
診結果を生活習慣の改善、健康
づくりに結びつけるためのフォ
ローアップ体制の充実を図りま
す。

●５月末に受診券等の個別通知し、受診啓発を実施。

●後期高齢者等健康診査受診率　51.8％

●がん検診受診率
　肺がん検診 49.6％
　大腸がん検診 44.6 ％
　胃がん検診 6.9 ％
　子宮頸がん検診  28.2％
　乳がん検診 24.7％
　前立腺がん検診 17.6％
　胃がんﾘｽｸ検診 12.6％



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●健康増進事業

・広報、ホームページによる事業周知を実施。
・健康教育、健康相談、健康づくり啓発事業の実施。 A 継続 健康増進課

●地域参加の促進

地域への健康教育の実施(出張講座等）

A 継続 健康増進課

●健康度・体力度チェック事
業の推進

健康度・体力度チェック事業
    健康度  実施回数 ３２回 参加延べ人数   ３２人
  体力度   実施回数 ７３回 参加延べ人数 ４９５人 A 継続 健康増進課

●健康づくりトレーニング事
業の推進

トレーニング事業
   実施回数  ６７７回
  延べ利用者  ２４，３２２人 A 継続 健康増進課

●健康増進に関する予防事業
の推進

健康づくりに関する講演会、キャンペーンなどのイベ
ントを実施。

A 継続 健康増進課

●タバコ対策の推進

「藤沢市公共的施設等における受動喫煙防止を推進す
るためのガイドライン」
平成２８年７月制定
平成２８年１０月施行

A 継続 健康増進課

71 健康づくりの推進
市民自らの健康づくり、みんな
で取り組む健康づくりをすすめ
ます。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●訪問栄養指導の実施

療養上保健指導が必要な場合、依頼に応じて訪問を実
施しているが、電話や相談による指導のみだった。

A 継続 健康増進課

●訪問歯科指導の実施

訪問相談 ２９９人

A 継続 平成２７年度より歯科医師会への委託事業で対応健康増進課

●成人訪問指導の実施
療養上保健指導が必要な場合、依頼に応じて訪問を実
施しているが、電話や相談による指導のみだった。

A 継続 健康増進課

●こんにちは赤ちゃん事業 こんにちは赤ちゃん事業:延べ3,555人 A 継続 子ども健康課

●妊産婦、新生児、乳幼児訪
問指導の実施

妊産婦及び乳幼児訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業
含む）:延べ8,414人 A 継続 子ども健康課

73
スポーツに親しむ機会の充
実

生涯を通して健康であるため
に、秩父宮記念体育館などの体
育・運動施設を活用し、各種ス
ポーツ教室・スポーツ事業など
を開催します。

●スポーツ教室・スポーツ事
業等の開催

秩父宮記念体育館において開催した「コンディショニ
ングエクササイズ」をはじめ、誰もが参加しやすいス
ポーツ教室等を開催した。
・スポーツ教室事業数 ２８６回
参加者数 ３１，９０７人

A 継続 スポーツ推進課

72 訪問指導の充実

心身の状況や家庭環境などに応
じて、療養上の保健指導が必要
である人やその家族に対し、保
健師・栄養士・歯科医師・歯科
衛生士が、必要な保健指導を実
施します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●エイズなど検査、相談事業
の実施

・総検査数:338件
・定例検査:295件
・夜間検査①H28/6/2 受検者13人、男女比1:1
               ②Ｈ28/11/10 受験者9人、男女比1:１
・休日検査 H28/12/3  受験者21人、男女比2:1

A 継続 保健予防課

●エイズ予防などの普及啓発
講演会や各種啓発活動の推進

・市民まつり等での予防普及啓発活動の実施
・保健所医師・保健師等による出張講演会の開催:（4
回）中学校1、高等学校2、大学1
・Ｈ29/1/31 藤沢市エイズ対策推進会議及びエイズ講
演会の開催
・セーラームーンコンドームの配布:配布期間1/26～
3/9

A 継続 保健予防課

薬物乱用防止街頭キャンペーン
10月6日、藤沢駅北口サンパール広場及び藤沢駅南口自由通
路において、薬物乱用防止啓発資材を2,000セット配布し
て、薬物乱用防止の啓発活動を行った。

薬物乱用防止講演会
11月29日、藤沢市保健所３階大会議室において、薬物乱用
防止に関する普及啓発事業として「ドーピングのはなし～最
近の話題を交えて～」をテーマとした講演会を開催した。
参加者:25名（市民）

薬物乱用防止「成人の日」キャンペーン
1月9日、藤沢市民会館前広場において、新成人を中心とした
青少年を対象に薬物乱用防止啓発資材を300セット配布し
て、薬物乱用の恐ろしさを訴え、その撲滅を呼びかけた。

A 継続 地域保健課

・７月・１２月に開催された街頭指導キャンペーン
や、非行防止ポスター展にて薬物乱用防止パネルを掲
示した。
・青少年を対象とした薬物乱用防止の啓発チラシを作
成し、街頭キャンペーンにて配布した。

A 継続 青少年課

76 福祉情報提供の充実

市民が必要とする福祉サービス
を、効果的に活用できるよう、
関係機関との連携を強化してい
きます。

●地区福祉窓口の充実

各市民センター（石川分館を含む）及び村岡公民館に
おいて、地域における身近な窓口として、福祉・保健
にかかる相談や申請手続の受付を行った。
平成28年度取扱件数合計 72,620件

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

エイズ検査及び相談件数が全国的に減少して
いる状況であるので、今後は、受検者の利便
性に配慮したＨＩＶ検査、相談体制の継続的
な実施及び予防普及に努める。

薬物乱用の防止
薬物乱用を防ぐため、各関係機
関と連携し、情報提供や意識啓
発をすすめます。

●薬物の乱用防止の推進

74
ＨＩＶ・エイズ、性感染症
防止についての啓発

ＨＩＶ・エイズ、性感染症に対
して正しい知識をもって、感染
を予防し、また、患者や感染者
への理解を深めるよう啓発活動
を推進します。

75



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

77
だれもが住み良い福祉のま
ちづくりの推進

「神奈川県みんなのバリアフ
リー街づくり条例」に基づき、
障がい者や高齢者をはじめ、す
べての人が安心して暮らせるよ
う、不特定多数の人が利用する
施設の建設は、事前の協議を行
い、バリアフリーの環境を整え
ます。

●バリアフリーの推進

平成２８年度は、条例に基づく指定施設の新築等に伴
う事前協議を、８６件行った。
協議に係る指定施設が整備基準に適合しないと認めた
ものについては、必要な指導を行った。

A 継続
建築指導課・関係
各課

●成年後見制度利用の相談と
市⾧申立の実施

・ふじさわあんしんセンター（藤沢市社会福祉協議会）にお
ける一般相談及び弁護士等による専門相談の実施。
・成年後見制度に関する相談への対応、市⾧申立てが必要な
方に関する相談を受け、家庭裁判所へ申立てを行った。

【ふじさわあんしんセンターにおける相談件数】
○成年後見制度に関する相談
一般相談延べ６６５件
専門相談（弁護士、司法書士、行政書士、税理士、社会福祉
士）延べ７０件

【福祉保健総合相談室における相談件数】
○成年後見制度に関する相談
一般相談延べ１７０件

【成年後見制度市⾧申立て相談件数・申立件数】
市⾧申立て相談３６件
市⾧申立て件数２０件

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●日常生活自立支援事業の推
進

専門員および生活支援員による①福祉サービスの利用援助②
日常的金銭管理サービス③書類等預かりサービス④権利擁護
に関する相談事業により、福祉サービスの利用や金銭管理が
困難な障がい者や高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせ
るよう援助を行う、日常生活自立支援事業を行っている藤沢
市社会福祉協議会に対し、助成を行った。

・日常生活自立支援事業の契約
日常生活自立支援事業の利用契約件数９２件

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●ふじさわあんしんセンター
への運営支援

法人後見や、弁護士等による専門相談窓口の実施等、
成年後見制度の利用支援を行っているふじさわあんし
んセンター（社会福祉協議会）の運営支援を行った。

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

78
人権擁護と合理的配慮の推
進

認知症などで判断能力に不安の
ある高齢者や障がい者が、日常
生活を送る上で福祉サービスの
利用手続きや日々の金銭管理が
十分にできないなどの不利益を
被ることがないよう支援しま
す。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●手話、要約筆記者の派遣
手話通訳者などの派遣件数
661件（病院保健所等411件、学校幼稚園等162件、そ
の他85件）

A 継続 障がい福祉課

79 地域福祉活動の推進

民生委員・児童委員が地域住民
に対して行う援助活動や、福祉
サービスに関する情報提供活動
を支援します。

●民生委員・児童委員協議会
への支援

●研修会の開催
・全地区研修会をはじめ、高齢者・児童・障がい者・
低所得者の４部会及び主任児童委員連絡会において講
演会を開催し、延べ１，１１６名が参加。民生委員・
児童委員の資質向上に寄与した。
・各１６地区の会⾧・副会⾧等で組織される理事会の
視察研修会を実施し、民生委員間の交流を深め、市民
児協の円滑な運営に努めた。
・地区の各部会のリーダーが参加して、専門の施設等
への視察研修を実施し、得られた知識をもとに地区へ
の情報提供が図られた。
●推薦会の開催
・民生委員推薦会を年８回開催し、欠員補充に努め
た。

A 継続 福祉健康総務課



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●相談、登録事業

多様化する福祉ニーズへの対応策の一つとして，市民
のボランティア活動を推進するため，市社協を窓口と
して，ボランティアに関する相談を受けた。ボラン
ティアに関する相談件数:２，７９７件

A 継続 福祉健康総務課

●広報、研修事業

地域福祉の担い手となるボランティア育成のため、次
の講座を開催した。
・藤沢市精神保健ボランティア講座（全５回、受講者
数１４名）
・ボランティア養成講座（全１回、受講者数３５名）
・ボランティアコーディネーター講座（全１回、受講
者数２３名）

地域福祉活動の促進に向け、ボランティア活動に関す
る情報を市民に提供するため、次の情報を配信した。
・ボランティアセンターニュースの発行（全１２回、
発行部数１，４４８部）
・ふじボラメールマガジンの発行（全１２回、登録者
数１８１名）

A 継続 福祉健康総務課

●福祉活動助成事業

各地域における地域福祉の推進を図ることを目的とし
て、地区社会福祉協議会（１４地区）に対し、補助金
を交付した。 A 継続 福祉健康総務課

●地区ボランティアセンター
の整備支援

 平成28年度は6月に⾧後地区ボランティアセンター
「なごみ」を開設し、計12ヵ所の地区ボランティアセ
ンターにおいて、ボランティア活動が行われたこと
で、地域での相互扶助機能が高まった。
 また、平成29年度から、地域づくりに係る関連事業
（地域の縁側事業、安全・安心ステーション事業）と
補助制度を一元化するため、補助金交付要綱及び事業
実施要綱・要領を制定するとともに、各事業実施団体
への周知を行った。（平成29年4月1日施行）

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

80
市社協ボランティアセン
ターの運営及び地区ボラン
ティアセンターの整備支援

市民が気軽にボランティア活動
に参加できるよう普及啓発や人
材育成に努めます。また地域の
助けあい、支えあいを推進する
ため、地区ボランティアセン
ターの整備を支援します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●自主防災組織等への避難支
援体制づくりに係る説明会の
実施

●自主防災組織等への避難行
動要支援者名簿の提供

●先進事例の紹介等、情報の
共有

●市民センター・公民館との
連携

●啓発活動の推進

・国、県及び関係機関等から配布される啓発ポス
ター・リーフレットを掲出するとともに、関係各課へ
情報提供を行った。
・11月26日から12月22日に新館１階ロビーで実施し
た人権メッセージパネル展にポスターを掲出、リーフ
レットを配架することにより、啓発活動を行った。

A 継続
人権男女共同平和
課

●関係機関との連携強化

藤沢南・北地区被害者支援ネットワーク総会、犯罪被
害者等支援に係る市町村実務担当者会議、犯罪被害者
等支援に係る市町村主管課⾧会議等に出席し、各機関
との連携を深めた。

A 継続
人権男女共同平和
課

危機管理課
介護保険課
障がい福祉課
地域包括ケアシス
テム推進室
市民センター
公民館

82
犯罪被害者支援に関する関
係機関との連携

犯罪による被害者への支援体制
を整えるため、国、県などの関
係機関と連携をすすめます。

81
避難行動要支援者の避難支
援体制づくりへの支援

地域の自主防災組織等がすすめ
る避難支援体制づくりを支援し
ます。

・地域における避難支援の取り組みについて、市内各
地区の自治連・自主防等総会において、説明会を実施
した。また、希望のあった自治（町内）会等に対して
は、個別に説明会を実施した。（計43回）
・自治（町内）会等478団体中396団体（H27と比較
し16団体の増）の区域に居住する名簿掲載対象者に対
し、名簿の新規・更新提供に伴う希望確認を実施し
た。
・藤沢市避難行動要支援者プラン全体計画の一部改訂
を行った。
・｢ふじさわ防災ナビ～避難行動要支援者編～｣（パン
フレット）の内容を高齢者向けに特化し、内容を簡略
化した｢ふじさわ防災ナビ～避難行動要支援者編～高齢
者向けリーフレット｣を作成し、新規のひとり暮らし高
齢者世帯等に配布した。

B 継続



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●高齢者の生きがい活動の支
援

● いきいきシニアセンターでの各種講座の実施
 ・実施回数   443回
 ・延べ参加者数 7,725人
 ・高齢者を対象に、趣味や教養の向上に資する講座
や、健康づくりに関する講座など各種講座を開催する
とともに、サークル活動に対して支援したほか、近隣
の小中学校等との交流事業を実施した。

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●高齢者福祉大会の実施

 平成28年度は、「紙きり」「太神楽」「落語」など
多様な演芸が行われ、好評を得ることができた。ま
た、多くの高齢者団体が日頃の活動の成果を披露し、
高齢者相互のコミュニケーションと情報交換の場とし
て活用された。（７月７日開催）
 ・参加者数 977人

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●高齢者スポーツ大会の実施

 前年２７年度までは大清水スポーツ広場で開催して
いたが、横浜湘南道路の整備に伴い大清水スポーツ広
場が2016年3月31日をもって閉場となったため、今年
度から会場を秋葉台公園球技場及び自由広場へ変更し
た。
 新しい会場での開催となったが、怪我人もなく、無
事大会を終えることができた。
 ・参加人数 334人

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●高齢者いきいき交流事業の
推進

・高齢者の健康増進及び介護予防を目的とし、70歳以上の方
を対象に、指定はり・きゅう・マッサージ治療院、公衆浴
場、いきいきシニアセンター（老人福祉センター）浴室、公
設スポーツ施設、保健医療センターで使用できる助成券を交
付した。

・ 事業の周知
 広報ふじさわや市のホームページで事業の周知に努めた。

・助成券利用枚数
27年度  1,590,939枚
28年度  1,631,504枚

B 継続

 利用率向上のための周知に努めるととも
に、利用状況や利用者のニーズを把握する必
要がある。
 一方で、サービスの対象者数は増加を続け
るため、財源の確保及び不要な支出の削減を
図るなど、大きな課題がある。

福祉医療給付課

83 高齢者の社会参加の促進

高齢者がもつ豊富な知識や経験
を活かすことのできる就業機会
の提供や、社会で自立した一員
として生きがいをもって活動で
きるよう、様々な交流活動を行
います。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●高齢者の就業機会の提供

 高齢者の登録会員は、その経験・能力・誠実さを生
かし、植木の手入れ、施設管理・駐車場管理、和裁・
洋裁、除草・清掃、草刈り、民間等の派遣などの業務
を行った。
 ・登録会員数 2,610人
 ・実就業人数 1,012人
 ・受託件数   6,398人

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●高齢者を対象とした学習機
会の充実

地域内での仲間づくり及び生きがいづくりを目的に高
齢者学級等13公民館で27事業実施した。
参加者:延べ11,718人

A 継続
生涯学習総務課・
公民館

●高齢者と異世代間交流機会
の提供

若い世代への知識の伝承や世代間交流を行う事業とし
て1事業を実施した。
参加者:19人
また、公民館では、高齢者と小学生との交流事業な
ど、5公民館で6事業実施した。
参加者:667人

B 継続
生涯学習総務課・
公民館



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●福寿医療助成事業
100歳以上の高齢者の経済的負担の軽減を図るため、
医療費の自己負担分の助成を行った。
受給者延人数1,833人

A 継続 福祉医療給付課

●国民年金制度の周知と相談
の充実

・国民年金の情報を広報に掲載し、制度の内容、届出の受付
等の周知を図った。（年１５回）
・パンフレット・チラシを作成し制度の周知を図った。
・国民年金窓口に１２，２５２人の来庁者があり、制度の相
談等に応じた。

A 継続 保険年金課

●高齢者向け住宅整備などの
推進

市営住宅定期募集において、高齢者世帯向け住宅・高齢者単
身世帯向け住宅を７月６戸，１月６戸の計１２戸の空き家募
集を実施し、住宅に困窮する低額所得高齢者の居住の安定に
努めた。
また、現在、高齢者用市営住宅として、世帯向け住宅８８
戸・単身世帯向け住宅１５６戸・バリアフリー対応型住宅
（借上型市営住宅）１４３戸の計３８７戸を管理運営してい
る。

A 継続 住宅政策課

●高齢者向けの住まい探し相
談体制の推進

公益社団法人かながわ住まいまちづくり協会と連携
し、高齢者を対象とした住まい探し相談会を市民セン
ター等出先機関への出張窓口も含めて年６回行ってい
る。

A 継続 住宅政策課

●介護予防教室、講演会の実
施

・介護予防教室等 ５２回 １，５１５人
・介護予防講演会等 １１回 ５５７人
・介護予防フォロー教室 １１０回 ３５４人
・生きがい対応型デイ ４５４回 実６２９人(9月ま
で）                                         ・通いの場（住
民主体型）１１０５回 延１２,８１５人（10月以降）

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●介護予防パンフレットによ
る啓発

・介護予防事業日程のチラシ、啓発用リーフレット等
を市民センター・公民館、いきいきシニアセンター等
に配架した。

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

84 高齢者の生活安定への支援

高齢者の経済的自立を図り、医
療費の助成、住宅の提供などに
より生活安定のための支援を行
います。

85 介護予防の推進

高齢期を心身共に健康に過ごせ
るよう疾病予防や悪化防止、介
護を必要とする状態に移行する
ことを未然に防ぐための相談や
教室を開催し、早期からの健康
づくり、介護予防を推進しま
す。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●人材育成事業の実施 ・介護予防人材育成事業 2コースを実施した。 B 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●生活支援型ホームヘルプ
サービス

介護保険の要支援・要介護の認定が非該当の65歳以上の在宅
で生活をし、日常生活において主に家事援助が必要であると
認められる方に対してホームヘルパーの派遣を行った。
延べ利用者人数 85人
利用回数年度  330回

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●一時入所サービス

６５歳以上で在宅生活が困難な高齢者を一時的に養護する必
要がある場合に、養護老人ホーム・特別養護老人ホームで短
期入所を行った。
実利用者数     29人
延べ利用日数 1,030日

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●紙おむつの支給

在宅でねたきりや認知症のため、日常的に紙おむつを使用し
ている方に毎月一定枚数の紙おむつを支給した。
実利用者数 1,082人
延べ利用件数9,322件

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●寝具乾燥消毒サービス

65歳以上で在宅で生活する方で、寝具類が汚れがちになる寝
たきりの方や布団干しができない等寝具乾燥が困難な方の寝
具類を丸洗い、消毒乾燥を行い、生活衛生の維持を図った。
実利用者数 89人
延べ利用枚数 1,508枚

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●給食サービス

自宅で食事の支度をする事が困難な方に、特別養護老人ホー
ム等で調理された昼食を配食すると同時に、高齢者の安否の
確認を行った。
実利用者数 231人
総配食数 24,876食

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

●緊急通報サービス

慢性疾患等により、日常生活上注意を要する状態にあるひと
り暮らしの高齢者又は高齢者世帯等に対して緊急通報用装置
を設置し、地域の協力員のもと万一に備えるとともに、週に
1回、受信センターが安否確認を行ったことにより、緊急時
等の連絡システムが構築され、利用者の日常生活の不安解消
及び緊急時の即時対応が図られた。
実利用件数 857件

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室

86
高齢者への在宅福祉サービ
スなどの充実

要援護高齢者などへの支援とそ
の家族の負担の軽減を図るた
め、各種在宅福祉サービスなど
の充実に努めます。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●徘徊高齢者ＳＯＳネット
ワークシステム

認知症などのために、行方不明となるおそれのある高
齢者を介護している家族の方が事前に高齢者の情報を
登録しておき、行方不明になった際にいち早く警察等
の関係機関が連携して捜索し、早期保護を図った。ま
た、希望者に対し、現在地を検索することが可能な携
帯型端末を貸与する事業を実施した。
登録実人数 166人（男性69人、女性97人）
市内における身元不明者発見及び保護件数 ２件

A 継続
地域包括ケアシス
テム推進室



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●心のバリアフリー事業

"障がい者に対する理解が浸透するよう講演会等の開催等の啓発を
行った。

心のバリアフリー講習会
・「役に立つサポート技術を覚えよう」（3回連続講座）
①車いすを使用する人を理解しよう
（7月6日実施、参加人数20人）
②ほじょ犬を理解しよう
（7月13日実施、参加人数28人）
③手話について理解しよう
（7月20日実施、参加人数23人）
・「高次脳機能障がい者の生きづらさを知る」（12月4日実施、参
加人数50人）
・「発達障がいの相談とその実践について」（2月11日実施、参加
人数87人）

心のバリアフリー推進事業講演会
・「企業の取組から障がい者差別解消法を考える「すべての方にや
さしい旅を･･･ＪＡＬの取組から学ぶ」」
（10月30日実施、参加人数151人）
・「意思決定支援と障がい者差別」
（11月27日実施、参加人数80人）"

心のバリアフリーハンドブックの作成 12,000部

ヘルプマーク啓発ステッカーの作成 5,000枚

A 継続 障がい福祉課

●障がい者グループホーム等
支援事業（共同生活援助事
業）

障がい者の社会活動の促進と生活の支援に必要な各種
サービス等を提供した。

障がいグループホーム支給決定者数　302人

A 継続 障がい福祉課

●手話通訳などの派遣
手話通訳者などの派遣件数
661件（病院保健所等411件、学校幼稚園等162件、その他
85件）

A 継続 障がい福祉課

●相談支援事業
障がい者の社会活動の促進と生活の支援に必要な各種
サービス等を提供した。

委託相談支援事業所　相談件数（延べ人数）　13,475人

A 継続 障がい福祉課

87
障がい者の社会活動の促進
と生活への支援

障がい者の人権擁護に取り組む
とともに、社会活動の機会の提
供や医療費の助成、生活環境の
整備、介護する家族の支援など
を推進します。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●移動支援事業
障がい者の社会活動の促進と生活の支援に必要な各種
サービス等を提供した。

移動支援利用者数（延べ人数）　5,671人

A 継続 障がい福祉課

●障がい者等医療費助成事業

障がい者等の医療費の自己負担分の助成を行い、経済
的な負担の軽減と保健の向上と福祉の増進がはかられ
た。
受給者延人数 133,516人

A 継続 福祉医療給付課



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●児童通所支援
障がい者の自立支援と社会活動の充実を図るため必要な
障がい福祉サービス提供を行った。

児童通所支援（延べ人数）11,238人

A 継続 障がい福祉課

●短期入所
障がい者の自立支援と社会活動の充実を図るため必要な
障がい福祉サービス提供を行った。

短期入所利用者数（延べ人数）　3,625人

A 継続 障がい福祉課

●ホームヘルパーの派遣
障がい者の自立支援と社会活動の充実を図るため必要な
障がい福祉サービス提供を行った。

ホームヘルパーの派遣利用者数（延べ人数）　9,250人

A 継続 障がい福祉課

●訪問入浴サービス
障がい者の自立支援と社会活動の充実を図るため必要な
障がい福祉サービス提供を行った。

訪問入浴サービス利用者数（延べ人数）　2,699人

A 継続 障がい福祉課

●施設での入通所サービス
障がい者の自立支援と社会活動の充実を図るため必要な
障がい福祉サービス提供を行った。

施設での入通所サービス利用者数（延べ人数）　19,190人

A 継続 障がい福祉課

88
障がい者への介護サービス
などの充実

障がい者の自立支援及び社会活
動を図るため、障がい者自身が
選択できる各種サービスの拡充
をすすめます。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●障がい者合同面接会の開催

公共職業安定所等との共催により「障がい者合同就職
面接会」を開催した。
 ・実施日 １０月２８日
 ・求人事業所数 ３５社
 ・求職者数 ２９５人
 ・面接件数 ５４５件
 ・採用者  ２２人

B 継続 産業労働課

●JOBチャレふじさわの実施

障がい者雇用の場の提供と民間企業へのモデル掲示を目的に
「JOBチャレふじさわ」を庁内に設置し、短時雇用職員とし
て障がい者を雇用した。
 ・雇用した障がい者数  ６人
  ・企業等見学受入件数 ２４件

B 継続 産業労働課

●障がい者の就労と雇用の促
進啓発事業の実施

●広く市民に対し、障がい者の雇用について理解促進
を図るため、障がい者雇用促進シンポジウムを開催し
た。
 ・実施日 １２月１日
 ・参加者数 ６９人

●公共職業安定所とともに市内民間企業を訪問し、障
がい者の雇用促進と定着に向けた要請を行った。
 ・訪問数 １４社

B 継続 産業労働課

●支援教育の充実

本市立学校の児童生徒が、障がいの有無によって学校
教育において分け隔てられることがないよう、障がい
を理由とする差別の解消を推進するとともに、全ての
児童生徒が互いを認め合い、ともに学び、ともに育つ
ことができる学校教育の実現に向け、教職員が適切に
対応するための対応要領を策定した。

A 継続 教育指導課

●就学相談指導の実施
就学支援委員会を１０回開催し、８５ケースの相談に
対応した。

A 継続 教育指導課

●介助員派遣事業

教育活動に必要な場合や、特別な教育的支援を必要と
する児童生徒が学校生活の中で介助や支援を必要とし
た場合の介助員派遣時数として６７７６４時間を学校
からの要請に応じて配当した。

A 継続 教育指導課

90 支援教育の充実

特別な教育的支援を必要とする
児童生徒一人ひとりの教育的
ニーズに応じた指導や支援が行
われるよう、通常の学級、特別
支援学級、ことばの教室などの
通級指導教室、特別支援学校の
それぞれの場において指導の充
実に努めます。

89
障がい者の就労と雇用の促
進

公共職業安定所及び県などの関
係機関と連携を密にしながら、
障がい者の就労・雇用に関する
情報の収集、情報提供及び制度
の啓発事業を行います。また、
障がい者の就労の場の確保、就
労支援、定着支援を行います。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●母子・父子自立支援員によ
るひとり親家庭相談

母子・父子自立支援員等がひとり親家庭の悩み・問題
の聞き取りをおこない、問題解決に必要な情報提供を
行った。
・母子・父子自立支援員によるひとり親相談
 相談延べ件数  2,970件

A 継続

ひとり親家庭には、経済面ばかりでなく複合
的な問題を抱える家庭も多い。支援制度の周
知とともに一人ひとりに寄り添った支援を引
き続き行っていく必要がある。

子育て給付課

●ひとり親家庭等日常生活支
援事業

ひとり親家庭の方が、日常生活で支障があるときに、
家事育児等の支援を行った。

・ひとり親家庭等日常生活支援事業
 延べ派遣時間数181時間

A 継続 子育て給付課

●ひとり親家庭などへの医療
費の助成

・ひとり親家庭等への医療費の助成
 年間延べ対象者数  70,478人
 年間延べ助成件数  84,366 件
  年間助成額           221,194千円

A 継続 子育て給付課

●母子家庭等自立支援給付金
事業

母子家庭の母または父子家庭の父が厚生労働省指定の
教育訓練を実施したときに、受講料の40％または60％
の支給を行った。

・自立支援教育訓練給付金事業
 自立支援教育訓練給付金
  対象者 9人  支給額 537,356円

A 継続 子育て給付課

●高等学校卒業程度認定試験
合格支援給付金事業

 最終学歴が中学校卒業であるひとり親家庭の親又は
子が、高等学校卒業程度認定試験の合格に向けた講座
を受講する際、受講料の一部を助成した。
修了時に40％、試験合格時に60％を支給

高等学校卒業程度認定試験合格支援給付金
 給付金
 受講修了時対象者  1人   60,534円
 試験合格後対象者  1人   90,801円

A 継続 子育て給付課
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ひとり親家庭及び養育者家
庭などへの支援

日常生活に困難を抱えている家
庭や、経済的に不安定な状態に
あるひとり親家庭などに対し、
安定した生活が送れるよう自立
に向けた相談支援（生活支援、
経済的支援等）を行います。



No. 事業名 事業の内容 主な具体的事業 平成２８年度実績
事業の
達成状

況

今後の
方向性

特記事項 担当課

●養育者支援金事業

孫などの児童を養育している養育者が公的年金を受給
している場合は、児童扶養手当が一部または全部支給
されないため、児童扶養手当相当額を支援金として支
給した。

養育者支援金
     延べ人数 19人  2,726,270円

A 継続 子育て給付課

●低所得者への住宅供給

所定の方式により算定された月収額が、原則１５８，
０００円以下でないと市営住宅は入居できないことか
ら、入居の申込み時の制限だけでなく、年１回の収入
申告により算定月収が基準額を超えた世帯に関して
は、収入超過者に該当した方へは退去明け渡しの努力
義務を指導すると共に高額所得者に該当した方におい
ては退去明け渡し指導し、低額所得者への入居住宅供
給に努めた。
（入居申込者が６０歳以上で同居しようとする親族全
員が「１８歳未満あるいは６０歳以上」である場合、
または６０歳以上の単身者世帯である場合と入居申込
者または同居しようとする家族が、身体障がい者手帳
の交付を受けている１級から４級までの身体障がい者
もしくは１・２級の精神障がい者の方、Ａ１・Ａ２・
Ｂ１と認められている知的障がい者、戦傷病者、原子
爆弾被爆者、海外からの引揚者で引き揚げて５年未満
の方、ハンセン病療養所入所者、子育て世帯（小学校
就学前の子どもがいる世帯）に該当する場合は、月収
２１４，０００円）

B 継続 住宅政策課

●低所得者への小口資金の貸
付

低所得者世帯の福祉増進を図るため、生活に必要な小
口資金貸付を実施した。
 平成28年度貸付実績
 ・貸付件数330件
 ・貸付金額4,854,000円

A 継続 福祉健康総務課
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経済的援助を必要とする家
庭への支援

低所得者の生活安定に向け、住
宅供給や資金貸付などを行い、
経済的支援をすすめます。


